
第24期　定時株主総会　招集ご通知

証券コード：7610

株式会社

	 開催日時：平成26年5月29日（木）午前10時
	開催場所：メルパルク東京　5階　瑞雲の間



株主の皆様へ

　株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社グループは平成26年2月期の決算を終えましたので、その概要をご報告申し上げます。
　国内経済は平成25年初頭より持ち直しが継続しているとされていますが、円安等による輸出
が下支えとなっている面が大きく、国内小売サービス業におきましては、好転への萌芽という
段階であり、輸入原材料の高騰等に起因する物価高や、さる平成26年4月の消費税率引上げ等、
消費マインドを冷え込ませる不安要素を抱えている状況でもあります。当社グループが属する
業界におきましては、家庭用ゲームソフトのダウンロード販売やスマートフォンの拡大に伴う
ソーシャルゲームへのシフト、新刊書籍・コミック誌の発行部数減少、電子書籍化等、主要商
材に係る市場が大きな変容期に差し掛かる、厳しい経営環境が続いております。
　このような変容期におきまして、当社グループは、ベンチャー企業としてゼロから創業した
原点に立ち位置を据え、古本市場事業及びそのノウハウを核とした新たな事業・店舗の拡大に
より、継続的に成長することを目指してまいります。それは、お客様に支持され足を運んでい
ただける店舗を一つでも多く積み重ねていくことだと考えています。その成果を少しでも早く
皆様にご報告できますよう、新たな体制の下で、全社一丸となって鋭意努力してまいります。
　改めて、皆様のご支援、ご協力を賜りますようお願い申し上げます。

代表取締役社長　寺 田  勝 宏
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▶テイツーの経営理念
私たちは、創業以来「満足を創る」という
理念を掲げて事業を発展させてきました。
第一義的には、“お客様の”ということでし
たが、業容が拡大するとともに、株主の皆
様をはじめ“あらゆる関係者の方々の”と考
えるようになってきました。これからも、
この経営理念の下に満足の質を高め、量を
広げていきたいと思っています。
その為にも、厳しい環境の中ではあります
が、創業のベンチャー精神に立ち帰り、覚
悟をもって成長に向けて舵を切ってまいり
ます。

▶目次
⃝株主の皆様へ..........................................1
⃝第24期定時株主総会招集ご通知 .........2
⃝株主総会参考書類 ..................................4
第1号議案��剰余金の処分の件................... 4
第2号議案��定款一部変更の件................... 5
第3号議案��取締役5名選任の件�................ 8
第4号議案��監査役1名選任の件�............. 10
第5号議案���大規模買付行為に関する対応策�

（買収防衛策）の更新の件�.... 11
第6号議案���取締役に対するストックオプションとし�

て発行する新株予約権の募集事項の決定�
を当社取締役会に委任する件�.......... 25

第7号議案���当社グループ会社の取締役並びに当社及び当
社グループ会社の従業員に対してストックオ
プションとして発行する新株予約権の募集事
項の決定を当社取締役会に委任する件�... 29

⃝提供書面 ..............................................32
事業報告�.................................................... 32
連結計算書類�............................................ 56
計算書類�.................................................... 59
監査報告書�................................................ 62
メモ�............................................................ 66

⃝会社の概要・株主メモ・ホームページのご案内 .....69
⃝TOPICS ..............................................70



2014/04/22 11:58:40 / 13974944_株式会社テイツー_招集通知

証券コード　7610
平成26年５月12日

株 主 各 位
岡山市北区今村 6 5 0番 1 1 1
(東京本部:東京都品川区西五反田七丁目１番1号

住 友 五 反 田 ビ ル ５ 階 )

代表取締役社長 寺田　勝宏

第24期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜りありがたく厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第24期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席く
ださいますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討の上、同封の議決権行
使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成26年５月28日（水曜日）午
後６時30分までに到着するようご返送のほどお願い申し上げます。

敬　具

記
１．日 時 平成26年５月29日（木曜日）午前10時
２．場 所 東京都港区芝公園二丁目５番20号

メルパルク東京　５階　瑞雲の間
（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

本年より株主総会ご出席の株主様へのお土産は取りやめとさせていた
だきます。何卒ご理解くださいますようお願い申し上げます。

３．目的事項
報告事項 １．第24期(平成25年３月１日から平成26年２月28日まで)

　　事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役
　　会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第24期(平成25年３月１日から平成26年２月28日まで)
　　計算書類報告の件

決議事項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役５名選任の件
第４号議案 監査役１名選任の件
第５号議案 大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）の更新の件
第６号議案 取締役に対するストックオプションとして発行する新株予

約権の募集事項の決定を当社取締役会に委任する件
第７号議案 当社グループ会社の取締役並びに当社及び当社グループ会

社の従業員に対してストックオプションとして発行する新
株予約権の募集事項の決定を当社取締役会に委任する件

－ 2 －

株主各位
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４．インターネット開示についてのご案内
当社は、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、提供書面のうち次に掲

げる事項を以下のインターネット上の当社ウェブサイトに掲載しておりま
すので、本招集ご通知の提供書面には記載しておりません。
（アドレス　http://www.tay2.co.jp/）

(1) 連結計算書類の「連結注記表」
(2) 計算書類の「個別注記表」

　なお、本招集ご通知の添付書類は、監査報告を作成するに際し、監査役及
び会計監査人が監査をした対象の一部であります。

以　上

・当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいます
ようお願い申し上げます。
なお、株主総会参考書類及び添付書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェ
ブサイト（アドレス　http://www.tay2.co.jp/）に掲載させていただきます。

・決議通知につきましては、書面によるご送付に代えて、上記の当社ウェブサイトに掲載させ
ていただきますのでご了承ください。

・定時株主総会後に株主の皆様にお送りしておりました事業報告書「株主の皆様へ」につきま
しては、ご送付を中止し、今後は招集ご通知の送付をもって代えさせていただきます。何卒
ご理解くださいますようお願い申し上げます。

－ 3 －

株主各位
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の処分の件

  当社は、利益配分に当たっては、将来の事業展開に備えた内部留保の充実を

勘案し、配当性向25％以上を目処として業績に応じた配当を安定的に実施する

ことを基本方針としております。

　この基本方針並びに当期の業績、今後の事業展開等を慎重に検討しました結

果、当期の期末配当につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

　なお、内部留保金につきましては、業務の一層の効率化を図るためのシステ

ム開発や、人材育成といった社内体制の充実など、経営基盤の確立に充当する

予定であります。

１．期末配当に関する事項

　(1) 配当財産の種類

金銭といたします。

(2) 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき80銭といたしたいと存じます。この場合の配当

総額は40,481,200円であります。

なお、当期の配当金につきましては、株式分割後中間配当金１株につき

80銭と合わせまして、１株につき1円60銭であります。

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

平成26年５月30日といたしたいと存じます。

２．その他の剰余金の処分に関する事項

経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を可能とするため、以下のと

おり別途積立金を取り崩し繰越利益剰余金に振替えるものであります。

(1) 減少する剰余金の項目とその額

別途積立金　　　1,000,000,000円

(2) 増加する剰余金の項目とその額

繰越利益剰余金　1,000,000,000円

－ 4 －

剰余金処分議案
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第２号議案　定款一部変更の件
１．変更の理由
(1) 今後の事業展開に備えるため、現行定款第２条に事業目的を追加するも

のであります。
(2) コーポレート・ガバナンスの改革として、取締役の事業年度ごとの経営

責任をより一層明確にし、経営環境の変化に迅速に対応できる経営体制
を構築することが可能となるよう取締役の任期を２年から１年に短縮す
るものであります。

(3) 上記(2) 取締役の任期短縮に伴い、剰余金の配当等を取締役会の決議に
より機動的に実施することが可能となるよう、剰余金の配当等の決定機
関にかかる規定を変更するものであります。

２．変更の内容

変更の内容は、次のとおりであります。

（下線は変更部分を示します。）

現行定款 変更案

（商　号）

第１条　　　　　　（省　略）

（目　的）

第２条　当会社は、つぎの事業を営むことを

目的とする。

（１）古物売買並びにその受託販売

（２）下記商品の企画、制作、販売、仲介、

出版、輸出・輸入、レンタル、リース及

びコンサルティング業務

書籍、雑誌及びそれに準ずる印刷物、文

具、玩具、スポーツ用品、レコード、コ

ンパクトディスク、ミュージックテー

プ、ビデオソフト、テレビゲーム機器、

テレビゲームソフト、コンピュータ機

器、コンピュータソフト、コンピュータ

周辺機器、通信機器、事務機器、日用雑

貨品、家庭用電気製品、インテリア用

品、衣類、皮革製品、貴金属、食料品、

化粧品、教育機器、自動販売機、店舗用

什器備品、各種催物のチケット等

（３）通信機器、衛星放送の受信機の販売及

び受託販売並びに同加入申込代理業

（４）インターネット等を利用した通信販

売、売買斡旋、及びオークションの開催

（商　号）

第１条　　　　　（現行どおり）

（目　的）

第２条　　　　　（現行どおり）

（１）～（11）

（現行どおり）

－ 5 －

定款変更議案
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現行定款 変更案

（５）インターネット等を利用した電子書

籍、音楽、ゲーム、映像、教材及び情報

等のコンテンツ配信の提供サービス

（６）インターネット等を利用した情報提供

及びその技術のコンサルティング業務

（７）コンピュータシステムの開発、設計、

制作、販売、リース、賃貸及び管理

（８）コンピュータソフトウェア情報提供サ

ービス及び情報処理サービス

（９）フランチャイズチェーンシステムによ

る加盟店募集及び加盟店の指導業務

（10）遊技場経営

（11）コンビニエンスストアの経営

（12）プリペイドカード等の前払式証票及び

情報記録磁気プリントカードの発行、売

買並びに仲介

（13）ペット向け食品等の企画、製造及び販

売

（14）健康食品及びペット向け食品等の輸入

販売

（15）情報商材の販売

（16）通信システムによる情報の収集処理並

びに販売に関する業務

（新　設）

（新　設）

（新　設）

（17）飲食店、喫茶店、宿泊施設、インター

ネットコミックカフェの経営

（18）エステティックサロンの経営

（19）ソフトウェアの開発及び販売

（20）不動産の売買、賃貸借、管理

（21）内装工事の企画、設計、施工

（22）レンタルスペースの経営

（23）イベントの企画及び広告業

（24）店舗用什器・備品のリース業

（25）特許権、実用新案権、意匠権、商標

権、著作権、著作隣接権等の知的財産権

の取得、利用、売買、管理並びにその代

行、情報提供及びその技術のコンサルテ

ィング業務

（26）前各号に付帯関連する一切の事業

（１）～（11）

（現行どおり）

（12）プリペイドカード等の前払式支払手段

及び情報記録磁気プリントカードの発

行、売買並びに仲介

（13）～（16）

（現行どおり）

（17）自家用自動車有償貸渡業

（18）自動車、自動二輪車、原動機付自転車

の古物売買業

（19）自動車、自動二輪車、原動機付自転車

その他輸送機器の点検、整備及び塗装、

修理

（20）飲食店、喫茶店、宿泊施設、インター

ネットコミックカフェの経営

（21）エステティックサロンの経営

（22）ソフトウェアの開発及び販売

（23）不動産の売買、賃貸借、管理

（24）内装工事の企画、設計、施工

（25）レンタルスペースの経営

（26）イベントの企画及び広告業

（27）店舗用什器・備品のリース業

（28）特許権、実用新案権、意匠権、商標

権、著作権、著作隣接権等の知的財産権

の取得、利用、売買、管理並びにその代

行、情報提供及びその技術のコンサルテ

ィング業務

（29）前各号に付帯関連する一切の事業

－ 6 －

定款変更議案
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現行定款 変更案

第３条～第19条

（省　略）

（任　期）

第20条　取締役の任期は、選任後２年以内に

終了する事業年度のうち最終のも

のに関する定時株主総会終結のと

きまでとする。

第21条～第29条

（省　略）

（剰余金の配当）

第30条　株主総会の決議により、毎事業年度

末日の株主名簿に記録された株主

又は登録株式質権者に対し、期末配

当を行うことができる。

　　２　前項のほか、取締役会の決議によ

り、毎年８月31日の株主名簿に記録

された株主又は登録株式質権者に

対し、中間配当を行うことができ

る。

第３条～第19条

（現行どおり）

（任　期）

第20条　取締役の任期は、選任後１年以内に

終了する事業年度のうち最終のも

のに関する定時株主総会終結のと

きまでとする。

第21条～第29条

（現行どおり）

（剰余金の配当）

第30条　当会社は、剰余金の配当等会社法第

459条第１項各号に定める事項につ

いては、法令に別段の定めのある場

合を除き、株主総会の決議によらず

取締役会決議により定めることが

できる。

２　当会社の期末配当の基準日は、毎年

２月末日とする。

３　当会社の中間配当の基準日は、毎年

８月31日とする。

４　前２項のほか、基準日を定めて剰余

金の配当をすることができる。

－ 7 －

定款変更議案
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第３号議案　取締役５名選任の件

　第２号議案が承認可決されますと、本総会終結の時をもって取締役全員が任

期満了となりますので、取締役５名の選任をお願いするものであります。

　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番　号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する
当社株式
の 数

１

てら

寺
だ

田
 

　
かつ

勝
ひろ

宏
(昭和42年１月19日)

平成２年４月　エイアイユーインシュアランスカンパニー
入社

平成９年２月　当社入社
平成13年３月　当社店舗開発部長
平成13年８月　当社執行役員店舗開発部長
平成16年３月　当社執行役員事業開発カンパニーCOO兼サー

ビスカンパニー店舗開発部長
平成18年５月　当社執行役員事業開発カンパニーCEO兼店舗

開発部長兼施設開発部長
平成19年３月　当社執行役員古本市場カンパニーCOO兼店舗

運営部長兼販売促進部長
平成20年３月　当社執行役員営業副本部長兼店舗運営部長

兼販売促進部長
平成20年５月　当社取締役営業副本部長兼店舗運営部長兼

販売促進部長
平成23年５月　当社取締役営業本部副本部長兼店舗運営部

長
平成24年３月　当社取締役営業本部店舗運営部長
平成25年３月　当社取締役店舗開発部長
平成25年10月　TWO-BASE㈱代表取締役社長（現任）
平成26年１月　当社代表取締役社長兼経営企画部長兼店舗

開発部長
平成26年３月　当社代表取締役社長兼チーフ・コンプライア

ンス・オフィサー兼営業本部長（現任）

285,900株

２

※
たけ

武
だ

田
 

　
さとし

聡
(昭和38年12月３日)

昭和62年４月　㈱ヴィクトリア入社
平成20年１月　当社入社
平成20年１月　当社古本市場カンパニー商品企画部副部長
平成20年３月　当社営業本部商品企画部副部長
平成24年３月　当社営業本部第一商品企画部長兼チーフバ

イヤー
平成25年３月　当社店舗運営部長兼商品企画部長
平成26年３月　当社営業本部副本部長兼店舗運営部長（現

任）

－株

３

※
ふじ

藤
わら

原
 

　
かつ

克
じ

治
(昭和44年12月27日)

平成５年４月　㈱東海銀行（現㈱三菱東京UFJ銀行）入行
平成13年１月　当社入社
平成19年３月　㈱アイ･カフェ（現当社）管理部長
平成23年７月　当社経営企画本部経営企画部副部長
平成24年３月　当社管理本部経理部長
平成25年４月　当社経理部長兼人事部長
平成26年３月　当社管理部長（現任）

－株

－ 8 －
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候補者
番　号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する
当社株式
の 数

４

おお

大
たに

谷
 

　
まさ

真
き

樹
(昭和36年１月22日)

平成９年７月　㈱メディア・プランニング・エージェンシー
代表取締役

平成12年１月　同社㈱インフォプラントに社名変更
平成19年７月　同社ヤフーバリューインサイト㈱に社名変

更　取締役会長
平成19年12月　同社取締役（非常勤）
平成20年４月　八戸大学（現八戸学院大学）客員教授
平成22年７月　八戸大学・八戸短期大学総合研究所　所長
平成23年５月　当社取締役（現任）
平成24年４月　学校法人光星学院理事（現任）
平成24年４月　八戸大学（現八戸学院大学）学長（現任）

－株

５

なべ

鍋
しま

嶋
 

　
とも

智
のり

紀
(昭和51年８月28日)

平成12年４月　カルチュア・コンビニエンス・クラブ㈱入社
平成21年４月　同社枚方ドミナントBU長
平成22年４月　同社TSUTAYA事業本部商品販促部販促ユニッ

ト長
平成23年５月　同社TSUTAYA事業本部MD・販促部リサイクル・

ゲームユニット長補佐
平成24年４月　同社TSUTAYAカンパニー商品本部商品調達部

ゲームユニット長
平成25年５月　同社エンタテインメント事業本部商品本部

商品調達部ゲームユニット長
平成25年５月　当社取締役（現任）
平成26年４月　カルチュア・コンビニエンス・クラブ㈱エン

タテインメント事業本部商品本部MD部ゲー
ムユニットリーダー（現任）

－株

(注)１．※印は、新任の取締役候補者であります。

２．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

３．大谷真樹氏及び鍋嶋智紀氏は、社外取締役候補者であります。

４．大谷真樹氏及び鍋嶋智紀氏を社外取締役候補者とした理由は、主に独立した立場から当

社の経営に対し、その豊富な知識・経験等を取締役会に反映し、意思決定の妥当性・適

正性を確保するための助言・提言・意見の表明をいただくためであります。

なお、鍋嶋智紀氏は過去に直接会社の経営に関与された経験はありませんが、上記の理

由により社外取締役としてその職務を適切に遂行できるものと判断しております。

５．大谷真樹氏は現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、

本総会の終結の時をもって３年であります。

６．鍋嶋智紀氏は現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、

本総会の終結の時をもって１年であります。

７．当社定款においては、会社法第427条第１項の規定により、当社と社外取締役との間に、

会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結できる旨の規定を設けてお

ります。当社は当該定款規定に基づき、大谷真樹氏及び鍋嶋智紀氏との間で当該責任限

定契約を締結しております。両氏の再任が承認可決された場合は、両氏と当該責任限定

契約を継続する予定であり、その概要は以下のとおりであります。

賠償責任の限度額は、10百万円以上であらかじめ定められた金額又は法令が定める金額

のいずれか高い額とする。

－ 9 －
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第４号議案　監査役１名選任の件
監査役武田由隆氏が本総会終結の時をもって任期満了となりますので、監査

役１名の選任をお願いするものであります。

本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は次のとおりであります。

氏 名
（生年月日）

略歴及び当社における地位
（重要な兼職の状況）

所有する当
社株式の数

※
せき

関
もと

本
しん

慎
じ

治
(昭和39年７月11日)

昭和62年３月　ダイキ㈱入社
平成10年10月　当社入社
平成16年５月　当社取締役サービスカンパニーCEO兼人事

総務部長兼社長室長
平成18年３月　当社取締役CIO兼サービスカンパニーCEO

兼総務部長兼システム部長
平成18年５月　当社取締役CCO兼CIO兼サービスカンパニ

ーCEO兼総務部長兼システム部長
平成19年３月　当社取締役事業開発カンパニーCEO
平成19年３月　㈱アイ・カフェ（現当社）代表取締役社長
平成20年３月　当社取締役事業開発本部長
平成22年12月　当社取締役アイ・カフェ本部長兼経営企画

部長、経営企画部・情報企画部・人事総務
部管掌

平成23年５月　当社取締役チーフ・コンプライアンス･オ
フィサー兼アイ・カフェ本部長兼業務本部
長兼総務部長

平成23年９月　当社取締役チーフ・コンプライアンス･オ
フィサー兼業務本部長兼総務部長兼情報
システム部長

平成24年３月　当社取締役営業本部第二商品企画部長
平成25年３月　当社取締役総務部長
平成25年５月　当社総務部長
平成26年３月　当社社長室長付部長（現任）

214,200株

　(注)１．※印は、新任の監査役候補者であります。

　　　２．候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

－ 10 －
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第５号議案　大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）の更新の件

平成24年５月25日開催の当社定時株主総会決議に基づき更新した、当社株式

の大規模買付行為に関する対応策（以下「旧施策」といいます。）の有効期間

は、本定時株主総会の終結の時をもって満了となります。当社は、旧施策の有

効期間の満了を迎えるにあたり、旧施策導入後の実務の動向等さまざまな側面

から検討をしてまいりました結果、旧施策の内容を承継し、更新することにい

たしました。（以下、更新の施策を「本施策」といいます。）なお、本施策の

導入につきましては、当社監査役４名（４名とも社外監査役）の全員から、本

総会における株主の皆様のご承認と本施策の具体的運用が適正に行われること

を条件として同意いただいております。

第１　本施策導入の目的について

１．本施策の目的

当社は、当社に対し買収提案が行われた場合に、これを受け入れるか否か

の判断は、その時点における当社株主に委ねられるべきであると考えており

ます。また当社は、その場合に当社株主が、十分な情報と相当な検討期間に

基づいた判断（インフォームド・ジャッジメント）を行えるようにすること

が、企業価値及び株主共同の利益の確保と向上のために必要であると考えて

おります。

このような考え方のもと、本施策は、特定株主グループの議決権保有割合

を20％以上とすることを目的とする当社株券等（注１）の買付行為、又は結

果として特定株主グループの議決権保有割合が20％以上となる当社株券等の

買付行為（取引所有価証券市場における買付、公開買付、その他具体的な買

付方法の如何を問いませんが、当社取締役会が予め同意したものを除きます。

以下、係る買付行為を「大規模買付行為」といい、大規模買付行為を行う者

を「大規模買付者」といいます。）が、当社グループの企業価値に重大な影

響を及ぼす場合において、当社グループの企業価値を確保し又は向上させる

ため、大規模買付行為に適切な対応を行うことを目的としております。また、

大規模買付行為に関する対応策発動の是非を検討する際には、その時点にお

ける当社取締役会が自己の保身を図るなど、恣意的判断が入る余地のない適

正な手続を取り、できるだけ株主意思を反映させるため、株主総会等を通じ

て発動の是非を検討することとしております。

ここに、特定株主グループとは、①当社株券等の保有者（注２）及びその

共同保有者（注３）、又は②当社株券等の買付等（注４）を行う者及びその

－ 11 －
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特別関係者（注５）をいい、議決権保有割合とは、特定株主グループが上記

①の場合においては当該保有者の株券等保有割合（注６）をいい、特定株主

グループが上記②の場合においては当該大規模買付者及び当該特別関係者の

株券等所有割合（注７）の合計をいいます。

なお、当社は現時点において当社株式等の大規模買付行為に係る提案を受

けているわけではありません。

（注１）金融商品取引法第27条の23第１項に規定する株券等をいいます。以

下、同じとします。

（注２）金融商品取引法第27条の23第１項に規定する保有者をいい、同条第

３項に基づき保有者とみなされる者を含みます。以下、同じとしま

す。

（注３）金融商品取引法第27条の23第５項に規定する共同保有者をいい、同

条第６項に基づき共同保有者とみなされる者を含みます。以下、同

じとします。

（注４）金融商品取引法第27条の２第１項に規定する買付等をいい、取引所

有価証券市場において行われるものを含みます。以下、同じとしま

す。

（注５）金融商品取引法第27条の２第７項に規定する特別関係者をいいます。

以下、同じとします。

（注６）金融商品取引法第27条の23第４項に規定する株券等保有割合をいい、

当該保有者の保有株券等の数（同項に規定する保有株券等の数をい

います｡）も計算上考慮されるものとします。

（注７）金融商品取引法第27条の２第８項に規定する株券等所有割合をいい

ます。

２．当社グループの企業価値の確保・向上のための取組み

(1) 当社グループの基本的な事業運営の考え方

当社グループは、古本及び新品とリサイクル品のゲーム・CD・DVDの買

取・販売を古本市場店舗及びインターネットを通じて行っており、「ご家

族で楽しめる廉価な娯楽の提供」を通じて事業運営を行っております。

当社グループは、書籍・ゲーム・CD・DVDという商材の複合化、新品とリ

サイクル品の複合化という様々な複合化を図ることで、お客様の様々なご

要望にお応えする店舗づくりに努めております。また、リサイクル品につ

いては、買取・販売に適合する品質基準の設定、市場動向や在庫状況によ

り常に変更を求められる商品ごとの価格設定、あるいは品揃え・在庫確保

－ 12 －
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に固有のノウハウとシステムと人材が必要とされ、新品商品の人気アイテ

ムについては、生産数量が限定されている場合が多く、メーカーや卸業者

等の取引先との長年にわたる信頼関係の構築が不可欠な事業であります。

当社では、この事業に必要となる固有の要件を満たすことにより、新品

に比べ相対的に低価格でリサイクル品を提供し、お客様に価値を認めてい

ただいております。当社事業の拡大はリサイクルを促進し、地球温暖化防

止、CO2排出抑制、地球環境保全に寄与するという側面をもち、社会的価値

を有するものであり、今後ますますその重要性が増すものと考えておりま

す。

当社では、この複合化やリサイクルのノウハウ・システム･人材・取引先

との信頼関係を基盤とした事業展開を図ることによって、集客力・競争力

を高め、お客様に価値を提供し続け、企業価値の向上を図るとともに地球

環境保全という観点だけでなく書籍・映像・音楽・ゲームという分野で文

化の一翼を担う社会的使命を果たしてまいりたいと考えております。この

ことは、インターネットを通じて古本市場店舗と同様の価値をお客様に提

供するEC部門も全く同様であります。

このように、当社グループの事業においては、顧客・従業員・取引先・

株主・フランチャイジーにとどまらず、社会的責任をもたらすものとして、

地域社会との調和、環境への配慮、文化の伝達など、事業を進めるにあた

り広範囲のステークホルダーの利益を最大限に配慮することも重要である

と考えております。

従いまして、当社グループの企業価値は、中長期的な視点に立ち、広範

囲のステークホルダーの存在に配慮した事業展開を行ってきたひとつの帰

結として、既存事業とこれらの関連事業との有機的な運営によって確保・

向上されるべきものと考えております。

(2) 経営目標

当社グループは、日常生活におけるエンタテインメント商品や快適な時

間と空間の提供を通じて、お客様を満足させ、社会に貢献することを事業

の目的としており、持続的な増収増益と収益性の向上の観点から、営業キ

ャッシュ・フロー及び売上高伸長率の拡大並びに売上高営業利益率を重要

経営指標と位置づけております。

書籍・ゲーム・映像・音楽の分野で新品とリサイクル品の買取・販売を

行う店舗の運営につきましては、現時点におきましてはキャッシュ・フロ

－ 13 －
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ーを生み出す当社グループの中核事業でありますが、市場の成熟化・競合

の激化が進んでいる事業でもあり、ドミナントエリアにおける継続的な新

規出店やスクラップ＆ビルド、既存店の活性化などにより持続的安定成長

を目指しております。また、古本及び新品とリサイクル品のゲーム・映像・

音楽の買取・販売をインターネットを通じて行うEC部門につきましては、

古本市場店舗のない地域のお客様にも古本市場店舗と同様の商品やサービ

スを提供することができマルチパッケージ販売事業を補完する事業で、今

後成長を期待できる部門であり、店舗運営で培ったノウハウを活かして今

後の当社グループの事業拡大を担う事業と位置づけております。

このような経営目標を着実に遂行することにより、企業価値の向上を図

り、顧客・従業員・取引先・株主・フランチャイジー・地域社会の皆様を

満足させることができるものと確信しております。

(3) 利益還元の考え方

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題のひとつと位置

づけ、企業価値の向上に努めております。利益還元につきましては、将来

の事業展開に備えた内部留保の充実を勘案し、配当性向25％以上を目処と

して、業績に応じた配当を安定的に実施することを基本方針としておりま

す。

３．本施策の必要性

大規模買付者の行う大規模買付行為であっても、株主の皆様がこれを受け

入れて大規模買付行為に応じるか否かの判断は、最終的に株主の皆様の判断

に委ねられるべきものであります。大規模買付行為は、それが成就すれば当

社グループの経営に直ちに大きな影響を与えうるだけの支配権を取得するも

のであり、当社グループの企業価値及び株主共同の利益に重大な影響を及ぼ

す可能性を内包しております。

にもかかわらず、実際には、大規模買付者に関する十分な情報の提供なく

しては、株主の皆様が、当該大規模買付行為により当社グループの企業価値

に及ぼす影響を適切に判断することは困難であります。とりわけ、上述した

当社グループの企業価値に関わる特殊事情をも考慮すると、当社は、大規模

買付者をして株主の皆様の判断に必要かつ十分な情報を提供せしめること、

更に、大規模買付者の提案する経営方針等が当社グループの企業価値に与え

る影響を当社取締役会が検討・評価して株主の皆様の判断の参考に供するこ

と、場合によっては、当社取締役会が大規模買付行為又は当社グループの経

営方針等に関して大規模買付者と交渉又は協議を行い、あるいは当社取締役
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会としての経営方針等の代替的提案を株主の皆様に提示することが、当社の

取締役としての責務であると考えております。

更に、近時の日本の資本市場と法制度のもとにおいては、当社グループの

企業価値又は株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすような大規模買

付行為がなされる可能性も、決して否定できない状況にあります。係る状況

のもとにおいては、当社は、大規模買付者による情報提供、当社取締役会に

よる検討・評価といったプロセスを確保するとともに、当社グループの企業

価値又は株主共同の利益に対する明白な侵害を防止するため、大規模買付行

為に対する対抗措置を準備しておくことも、また当社の取締役としての責務

であると考えております。

そこで、当社は、係る見解を具体化する施策として、大規模買付者が従う

べき一定の情報提供等に関するルール（以下「大規模買付ルール」といいま

す。）、並びに、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合又は大

規模買付行為によって当社グループの企業価値が毀損される場合に当社がと

りうる対抗措置（以下「大規模買付対抗措置」といいます。）について、そ

の要件及び内容を予め設定するに至ったものであります。なお、大規模買付

対抗措置の発動を検討する際には、取締役会による恣意的な判断を避け、会

社と株主の皆様との間で十分にコミュニケーションを図ることが重要である

との認識のもと、株主意思の反映にも最大限配慮しております。

なお、本施策は、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企

業価値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」、

経済産業省に設置された企業価値研究会が平成20年６月30日に公表した報告

書「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」及び株式会社東京

証券取引所の「有価証券上場規程」第440条における尊重事項を踏まえ、これ

らの指針等を充足することで株主の皆様のために合理的に機能するような設

計としております。

第２　本施策の内容について

１．本施策の概要

本施策は、大規模買付者が従うべき大規模買付ルール（後記２.）と、大規

模買付行為に対して当社がとりうる大規模買付対抗措置（後記３.）から構成

されております。

本施策においては、まず、大規模買付ルールとして、大規模買付者に対し、

株主及び当社取締役会による判断のための情報提供（後記２.(1)）と、当社

取締役会による検討・評価の期間の付与（後記２.(2)）を要請しております。
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本施策においては、次に、当社取締役会が、大規模買付対抗措置として、

会社法その他の法令及び当社定款によって認められる相当な対抗措置の発動

を決議しうることを前提として（後記３.(1)）、その発動の要件を、①大規

模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合又は②株主意思確認手続にお

いて大規模買付対抗措置の発動につき賛同が得られた場合に限定することと

いたしました（後記３.(2)(3)）。

２．大規模買付ルール

(1) 取締役会に対する情報提供

まず、大規模買付者には、大規模買付行為に先立ち、当社取締役会に対

し、当社株主の判断及び当社取締役会としての意見形成のために必要かつ

十分な情報（以下「本情報」といいます。）を書面で提供していただきま

す。これは、当該大規模買付行為に関し、株主が適切な判断を行い、かつ

当社取締役会が適切な検討・評価を行うことを目的としております。

本情報の具体的な内容は大規模買付者が大規模買付行為を行おうとする

場合には、まず当社代表取締役宛に、大規模買付者の名称、住所又は本店

所在地、代表者の氏名、国内連絡先、設立準拠法（外国法人の場合）及び

提案する大規模買付行為の概要を明示した、大規模買付ルールに従う旨の

意向表明書をご提出いただくこととし、当社代表取締役は、係る意向表明

書受領後10営業日以内に、大規模買付者から当初提供いただく本情報のリ

ストを当該大規模買付者に対して交付します。本情報の一般的項目は以下

のとおりであります。

①大規模買付行為に係る特定株主グループ（大規模買付者を含む。）の概

要（沿革、役員構成、主要業務、主要株主、グループ組織図、直近３ヵ

年の有価証券報告書又はこれに相当する書面、連結財務諸表を含む。）

②大規模買付行為の目的及び具体的内容

③大規模買付行為に係る特定株主グループ（大規模買付者を含む。）の株

券等保有割合及び保有株券等の数

④大規模買付行為における当社株券等の取得価額の算定根拠、取得資金の

裏付け、並びに資金調達の具体的内容及び条件

⑤大規模買付行為に係る特定株主グループ（大規模買付者を含む。）が当

社の経営権を取得した場合における、経営方針、経営計画、事業計画、

財務政策、資本政策、配当政策、経営権取得後3年間の経営・財務諸表の

目標数値及び算出根拠、並びに役員候補者及びその略歴
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⑥大規模買付行為に係る特定株主グループ（大規模買付者を含む。）と当

社グループの主要取引先との間の従前の取引関係及び競合関係

⑦大規模買付行為実行後における、大規模買付者のグループ内における当

社グループの役割

⑧当社グループの従業員、主要取引先、顧客、地域社会その他の当社グル

ープの利害関係者との関係について、大規模買付行為実行後に予定する

変更の内容

⑨現金以外の対価をもって大量買付行為を行う場合における対価の価額に

関する情報

⑩大規模買付者が提供する本情報を記載した書面の記載内容が重要な点に

おいて真実かつ正確であり、重要な事実につき誤解を生ぜしめる記載又

は記載の欠落を含まない旨の、責任者による宣誓

大規模買付者が提出した本情報が不十分であると認められる場合は、

当社取締役会が、大規模買付者に対し、追加的に情報提供を求めること

があります。また、大規模買付者が提出した本情報は、株主の皆様の判

断に必要かつ適切と認められる範囲において、必要かつ適切と認められ

る時点で、その全部又は一部を開示いたします。

(2) 取締役会における検討及び評価

次に、大規模買付者には、意向表明書による当社取締役会に対する本情

報の提供を完了した日から本項に定める一定期間（以下「評価期間」とい

います。）が経過するまでは、大規模買付行為を行わないこととしていた

だきます。これは、株主共同の利益のため、当社取締役会に、本情報の検

討及び評価、大規模買付者との交渉及び協議、大規模買付行為に関する意

見形成、株主の皆様に対する代替的提案の作成及び提示等を行う機会を与

えていただくためであります。

　評価期間は、当該大量買付行為の内容に応じて、次の①又は②に定める

期間（いずれの場合も初日不算入とします。以下「当初評価期間」といい

ます｡）といたします。

①対価を現金（円貨）のみとする当社の株券等の全てを対象とする公開買

付けによる大量買付行為の場合には60日

②その他の大量買付行為の場合には90日

ただし、当社取締役会が、当初評価期間の満了までに、大規模買付対抗

措置を発動するか否かにつき、株主意思確認手続に付する旨を決定し、こ

れを大規模買付者に通知した場合は、評価期間は、当該株主意思確認手続
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の終了する日まで延期されるものといたします。その場合は、具体的延長

期間及び当該延長期間が必要とされる理由を買付者等に通知するとともに、

株主の皆様に開示いたします。

当社取締役会は、取締役会評価期間中、外部専門家の助言を受けながら、

提供された本情報の検討及び評価を行い、当該大規模買付行為又は当該大

規模買付者の提案に係る経営方針等についての当社取締役会としての意見

を慎重に取り纏めます。また、必要に応じ、大規模買付者との間で大規模

買付行為に関する条件改善について交渉及び協議を行い、当社取締役会と

して、株主の皆様に対し、当社グループの経営方針等についての代替的提

案を提示することもあります。

３．大規模買付対抗措置

(1) 大規模買付対抗措置の内容

大規模買付者が大規模買付ルールに定める手続に従うことなく大規模買

付行為を行った場合等、後記(2)に述べる一定の大規模買付対抗措置の発動

の要件を満たす場合は、当社取締役会は、新株予約権の発行、会社法その

他の法令及び当社定款によって認められる相当な大規模買付対抗措置を決

議することができるものといたします。

具体的な大規模買付対抗措置として株主の皆様に対する無償割当の方法

によって新株予約権を発行する場合の募集事項の概要は、別紙に定めると

おりといたします。この新株予約権には、当該大規模買付行為に係る特定

株主グループに属さないことなどの行使条件を付する場合があります。な

お、機動的に新株予約権の発行ができるよう、新株予約権の発行登録書を

提出する場合があります。

(2) 大規模買付対抗措置の発動の要件

当社取締役会が、具体的な大規模買付対抗措置の発動を決議することが

できるのは、次の各号に定める要件を具備する場合に限るものといたしま

す。

①大規模買付者が意向表明書を当社取締役会に提出せず、又はその他大規

模買付ルールに定める十分な情報提供を行うことなく大規模買付行為を

行った場合、大規模買付者が取締役会の評価期間が経過する前に大規模

買付行為を行った場合、その他大規模買付者が大規模買付ルールを遵守

しなかった場合は、当社取締役会は、大規模買付対抗措置の発動を決議

することができるものといたします。
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②大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合であっても、取締役会

が後記(3)②の株主意思確認手続に付することが相当であると判断し、当

該手続において、大規模買付対抗措置の発動につき賛同が得られたとき

は、当社取締役会は、大規模買付対抗措置の発動を決議することができ

るものといたします。

(3) 大規模買付対抗措置の発動の手続

当社取締役会が、具体的な大規模買付対抗措置の発動を決議するにあた

っては、当社取締役会の判断の客観性及び合理性を担保するため、次の各

号に定める手続を経るものといたします。

①監査役の賛同

当社取締役会は、前記(2)の①の要件に該当するとの判断、及び後記②

の株主意思確認手続に付するとの判断、並びに最終的な具体的な大規模

買付対抗措置の発動の決議にあたっては、必要に応じて外部専門家の助

言も受けつつ、当社社外監査役を含む監査役全員の賛同を得るものとい

たします。

②株主意思確認手続

当社取締役会が、前記(2)①の要件に該当しないにもかかわらず、大規

模買付対抗措置の発動を決議するにあたっては、本項に定める大規模買

付対抗措置の発動に関する株主の皆様の意思を確認する手続（以下「株

主意思確認手続」といいます。）において、総株主の投票権の３分の１

以上を有する株主が投票を行い、その投票権の過半数の賛同を得るもの

といたします。

当社取締役会は、大規模買付者が意向表明書による当社取締役会に対

する情報提供を完了した後、株主意思確認手続に付する可能性があると

判断するときは、予め、株主意思確認手続において投票権を行使しうる

株主を確定するための基準日（以下「株主投票基準日」といいます。）

として、当初評価期間の満了後であって株主確定に係る実務に照らして

定めることのできる最も早い日を定めます。株主投票基準日は、その２

週間前までに公告するものといたします。

当社取締役会は、当初評価期間の満了までに、大規模買付対抗措置の

発動につき、株主意思確認手続に付するか否か及び株主意思確認手続に

付する場合の方法を決定し、大規模買付者に通知するものといたします。

株主意思確認手続は、株主の皆様の書面による投票（以下「書面投票」

といいます。）又は株主意思確認手続のために開催される総会（以下「株
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主意思確認総会」といいます。）における投票により行います。株主意

思確認手続において投票権を行使することのできる株主は、株主投票基

準日の最終の株主名簿に記録された株主とし、各株主は、株式に係る議

決権１個につき１個の投票権を有するものといたします。

書面投票による場合は、当社は、書面投票日の３週間前までに、株主

投票基準日現在の株主に対し、投票すべき議案、投票日（以下「書面投

票日」といいます。）、書面投票日までに投票用紙が当社に到達すべき

旨その他当社取締役会が定める事項を記載又は添付した投票用紙を、発

送するものといたします。

株主意思確認総会における投票による場合は、株主意思確認総会の招

集手続及び投票権の行使の方法は、法令及び当社定款に基づく株主総会

の招集手続及びこれらにおける議決権行使方法に準じるものといたしま

す。

なお、株主意思確認手続中であっても、大規模買付者が大規模買付ル

ールを遵守しない場合は、当社取締役会は、いつでも株主意思確認手続

を中止し、前記(3)①の手続に従って適切な大規模買付対抗措置を発動す

ることができます。

(4) 対抗措置の中止又は発動の停止

当社取締役会が前記(1)の手続きに従い対抗措置の発動を決議した後、又

は発動後においても、買付者等が大規模買付等を中止した場合、又は対抗

措置を発動するか否かの判断の前提となった事実関係等に変動が生じ、か

つ、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上という観点から発動し

た対抗措置を維持することが相当でないと考えられる状況に至った場合に

は、当社取締役会は対抗措置の中止、又は発動の停止の決議を行うものと

します。

当社取締役会は、上記決議を行った場合、当該決議の概要その他当社取

締役が適切と判断する事項について、速やかに情報開示いたします。

４．本施策の有効期間並びに廃止及び変更

本施策は、平成26年２月末日までの事業年度に係る定時株主総会（平成26

年５月29日開催予定）において議案として諮り、出席株主の皆様の過半数の

賛成を得ることを停止条件として導入いたします。また、有効期間は平成28

年５月に開催予定の当社定時株主総会終結の時までといたします。

そして、本施策の有効期間満了前であっても、企業価値及び株主共同の利

益の確保又は向上の観点から、関係法令の整備等の状況を踏まえ、本施策を
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随時見直し、臨時株主総会において本施策を廃止する旨の決議が行われた場

合、又は取締役会において本施策を廃止する旨の決議が行われた場合には、

本施策は廃止されるものといたします。

第３　本施策の合理性について

１．企業価値・株主共同の利益の確保・向上の目的

前記第１に述べたとおり、本施策は、株主の皆様をして大規模買付行為に

応じるか否かについての適切な判断を可能ならしめ、かつ当社グループの企

業価値及び株主共同の利益に対する明白な侵害を防止するため、大規模買付

者が従うべき大規模買付ルール、並びに当社が発動しうる大規模買付対抗措

置の要件及び内容を予め設定するものであり、当社グループの企業価値及び

株主共同の利益の確保及び向上を目的とするものです。

また、前記第２に述べた大規模買付ルールの内容並びに大規模買付対抗措

置の内容及び発動要件は、当社グループの企業価値及び株主共同の利益の確

保及び向上という目的に照らして合理的であり、当社グループの企業価値及

び株主共同の利益の確保及び向上に資するような大規模買付行為までも不当

に制限するものではないと考えます。

２．事前開示

本施策における大規模買付ルールの内容並びに大規模買付対抗措置の内容

及び発動要件は、いずれも前記第２において具体的かつ明確に示したところ

であり、株主の皆様、投資家及び大規模買付者にとって十分な予見可能性を

与えるものであると考えます。

３．株主の皆様の意思の反映

(1) 前記第２の４.に述べたとおり、本施策は、平成26年５月29日開催予定の

定時株主総会に議案として提出し、出席株主の過半数の賛成を得ることを停

止条件として導入いたします。また、その有効期間は、平成28年５月に開催

予定の定時株主総会終結の時までとされております。そして、有効期間満了

前であっても、臨時株主総会の決議又は株主総会で選任された取締役で構成

される当社取締役会の決議によって、廃止又は変更することができます。

したがって、本施策の継続、廃止又は変更の是非の判断には、株主総会に

おける株主の皆様の意思が反映されるものと考えます。

(2) また、前記第２の３.のとおり、本施策においては、前記第２の３.(2)①

のような客観的な要件によらずに大規模買付対抗措置を発動する場合には、

株主意思を最大限反映させるため、株主総会の手続に準じた株主意思確認手

続において株主の皆様の賛同を得るものといたしております。
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したがって、本施策における大規模買付対抗措置の発動の是非の判断には、

必要に応じて株主の皆様の意思が適切に反映されるものと考えます。

４. 取締役会の判断の客観性・合理性の確保

本施策においては、前記第２の３.(2)のとおり、大規模買付対抗措置の発

動の要件として、客観的かつ明確な要件を定めており、発動の要件に該当す

るか否かの判断に当社取締役会の恣意的判断の介入する余地を可及的に排除

しております。

また、本施策においては、前記第２の３.(3)のとおり、大規模買付対抗措

置の発動の手続を定め、当社取締役会の恣意的な判断を排除しております。

したがって、本施策においては、当社取締役会が大規模買付対抗措置の発

動を決議するにあたり、その判断の客観性・合理性を担保するための十分な

仕組みが確保されているものと考えます。

５. デッドハンド型やスローハンド型の買収防衛策ではないこと

上記第２の４.の「本施策の有効期間並びに廃止及び変更」に記載したとお

り、本施策は、株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により廃

止することができますので、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員

の過半数を交替させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策）ではありま

せん。また、当社は取締役の期差任期制を採用していないため、本施策はス

ローハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の交替を一度に行うことができ

ないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありませ

ん。

第４　本施策が株主の皆様及び投資家に及ぼす影響について

１．大規模買付ルールが株主の皆様及び投資家に及ぼす影響

大規模買付ルールは、大規模買付者が大規模買付行為を行うにあたって従

うべきルールを定めたものにとどまり、当該ルールの導入時点で新株予約権

その他の株券等を発行するものではないので、当該時点において株主の皆様

及び投資家の権利利益に影響を及ぼすものではありません。

大規模買付ルールは、当社の株主の皆様をして、必要かつ十分な情報をも

って大規模買付行為について適切な判断をすることを可能ならしめるもので

あり、当社の株主共同の利益に資するものと考えます。

なお、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守するか否かにより、大規模

買付行為に対する当社の対応が異なる可能性がありますので、株主の皆様及

び投資家におかれましては、大規模買付者の動向にご注意ください。
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２．大規模買付対抗措置の発動が株主の皆様及び投資家に及ぼす影響

大規模買付対抗措置を発動した場合でも、当該大規模買付行為に係る特定

株主グループの株主には、その法的権利又は経済的利益に損失を生ぜしめる

可能性がありますが、それ以外の株主の皆様の法的権利又は経済的利益には

格別の損失を生ぜしめることは想定しておりません。当社取締役会が大規模

買付対抗措置の発動を決議した場合は、法令及び証券取引所規則に従って、

適時に適切な開示を行います。

大規模買付対抗措置として株主に対する無償割当の方法によって新株予約

権の発行がなされる場合は、当社取締役会で定めて公告する基準日における

最終の株主名簿に記録された株主の皆様に対し、その所有株式数に応じて新

株予約権が割当てられますので、名義書換未了の株主様には、当該基準日ま

でに名義書換を完了していただく必要があります。また、新株予約権の行使

に際しては、株主の皆様には、新株を取得するために、所定の期間内に一定

の金額の払込みを行っていただく必要があり、係る手続を行わない場合は、

当該株主様の議決権保有割合が希釈化することになります。ただし、当社が

新株予約権を取得し、これと引換えに当社株式を交付することができるとの

取得条項が定められた場合において、当社が取得の手続を取ったときは、取

得の対象となる新株予約権を保有する株主の皆様は、金銭を払込むことなく

当社株式を受領することになります（なお、この場合、係る株主の皆様には、

別途、当該大規模買付行為に係る特定株主グループに属する者でないこと等

を誓約する当社所定の書式による書面をご提出いただくことがあります。）。

なお、当社取締役会が、本新株予約権の無償割当ての決議をした場合であ

っても、上記第２、3．(4)に記載の手続き等に従い当社取締役会が発動した

対抗措置の中止又は発動の停止を決定した場合には、当社株式の株価に相応

の変動が生じる可能性があります。例えば、本新株予約権の無償割当てを受

けるべき株主が確定した後において、当社が対抗措置の発動の停止を実施し

本新株予約権を無償取得して新株を交付しない場合には、株主の皆様が保有

する当社株式１株当たりの価値の希釈化は生じないことから、当社株式１株

当たりの価値の希釈化が生じる事を前提にして売買を行った株主の皆様は、

株価の変動により損害を被る可能性がある点にご留意ください。
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別紙

新株予約権の募集事項の概要

１．新株予約権付与の対象となる株主及びその割当条件

当社取締役会で定めて公告する基準日における最終の株主名簿に記録され

た株主に対し、その所有株式（ただし、当社の保有する当社普通株式を除

く。）100株につき１個の割合で新株予約権を割当てる。

２．新株予約権の目的である株式の種類及び数

新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権１個

当たりの目的である株式の数は100株とする。ただし、当社が株式分割又は

株式併合を行う場合は、所要の調整を行うものとする。

３．割当てる新株予約権の総数

割当てる新株予約権の総数は、1,400,000個を上限として、取締役会が定め

る数とする。当社取締役会は、割当てる新株予約権の総数がこの上限を超

えない範囲で、複数回にわたり新株予約権の割当を行うことがある。

４．新株予約権の払込金額

無償とする。

５．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、１円以上で当社取

締役会が定める額とする。

６．新株予約権の譲渡制限

新株予約権の譲渡については、当社の承認を要するものとする。

７．新株予約権の行使期間

新株予約権の行使期間、取得条項その他必要な事項については、当社取締

役会において別途定めるものとする。

８．新株予約権の行使条件

議決権割合が20％以上の特定株主グループに属する者に行使を認めないこ

と（ただし、本施策の当初導入時に既に議決権割合が20％以上の特定株主

グループに属する者による行使は当社取締役会決議により認めることがで

きる。）等を行使条件として定める。詳細については、当社取締役会にお

いて別途定めるものとする。

９．新株予約権証券

新株予約権に係る新株予約権証券は、発行しないものとする。

以　上
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第６号議案　取締役に対するストックオプションとして発行する新株予約権の募

集事項の決定を当社取締役会に委任する件

当社の取締役の報酬額は、平成12年５月25日開催の第10期定時株主総会にお

いて報酬限度額を年額200百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と

する旨ご承認いただき今日に至っておりますが、当該取締役の報酬額とは別枠

で、当社取締役に対する報酬として年額10百万円（うち社外取締役分30万円）

の範囲でストックオプションとして新株予約権を発行すること、及びストック

オプションとして発行される新株予約権の募集事項の決定を当社取締役会に委

任することにつきご承認をお願いするものであります。ストックオプションと

しての報酬額は新株予約権の割当日において算出した新株予約権１個当たりの

公正価額に、割当てる新株予約権の総数を乗じて得た額となります。

なお、取締役の員数は、第３号議案が原案どおり可決されますと５名(うち

社外取締役２名)となります。

１．特に有利な条件をもって取締役に対し新株予約権を発行する理由

当社取締役の業績向上に対する意欲や士気を一層高めることにより、株主

価値の向上を意識した経営を推進することを目的とし、職務執行の対価とし

てストックオプションとして新株予約権を発行するものであります。

２．新株予約権割当の対象者

割当日において当社に在任する取締役。

３．本総会の決定に基づいて募集事項の決定をすることができる新株予約権の

内容及び数の上限等

(1) 新株予約権の目的たる株式の種類及び数

普通株式300,000株を上限とする。

なお、新株予約権１個当たりの目的となる株式数（以下「付与株式数」

という。）は100株とする。

当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を

調整するものとする。ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点

で権利行使されていない新株予約権の付与株式数について行われ、調整の

結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数　＝　調整前付与株式数　×　分割・併合の比率

また、上記のほか、決議日後、付与株式数の調整を必要とするやむを得

ない事由が生じたときは、合理的な範囲で当社は必要と認める付与株式数
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の調整を行う。

(2) 新株予約権の数の上限

3,000個を上限とする。

(3) 新株予約権と引換えに払込む金額

新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しないものとする。

(4) 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

①新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権の行使

により交付を受けることができる株式１株当たりの払込金額（以下「行

使価額」という。）に当該新株予約権に係る付与株式数を乗じた金額と

する。

行使価額は、新株予約権を割当てる日(以下「割当日」という。)の属す

る月の前月の各日（取引が成立していない日を除く。）の株式会社東京

証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値(以下「終値」とい

う。)の平均値に1.05を乗じた金額（１円未満の端数は切上げ）とする。

ただし、その金額が割当日の終値（当日に終値がない場合は、それに先

立つ直近日の終値）を下回る場合は、割当日の終値とする。

②割当日後、当社が当社普通株式につき株式分割又は株式併合を行う場合

には、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の

端数は切上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
1

分割・併合の比率

また、新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき、時価を下回

る価額で新株を発行又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式により

行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切上げる。

新規発行
株 式 数

×
1株当たり
払込金額

調 整 後
行使価額

調 整 前
行使価額

×

既発行
株式数

＋
＝ 1株当たり時価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数
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③割当日後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減

少を行う場合、その他これらの場合に準じ、行使価額の調整を必要とす

る場合には、取締役会の決議により合理的な範囲で行使価額を調整する

ものとする。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

新株予約権の付与決議の日後２年を経過した日から、当該付与決議の日

以後10年を経過する日まで

(6) 新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、

権利行使時において当社あるいは当社グループ会社の取締役、監査役も

しくは従業員の地位を保有していることを要する。

②権利の質入れその他の処分及び相続は認めない。

③その他の条件については、本総会及び取締役会決議に基づき、当社と新

株予約権者との間で定めるところによる。

(7) 新株予約権の取得に関する事項

①当社が消滅会社となる合併契約、当社が完全子会社となる株式交換契約

又は株式移転契約が株主総会で承認された場合、当社は当該承認決議の

あった日において、新株予約権の全部を取得することができる。

②新株予約権の割当てを受ける者が、前記(6)に定める行使の条件に違反し

たことにより新株予約権の全部又は一部につき、権利を行使することが

できなくなった場合には、当該事由の発生した日において、新株予約権

のうち権利を行使することができなくなった部分について無償で取得す

ることができる。

③その他の条件については、本総会及び取締役会決議に基づき、当社と新

株予約権者との間で定めるところによる。

(8) 新株予約権の公正価額

新株予約権の公正価額は、割当日における当社株価及び行使価額等の諸

条件をもとにブラック・ショールズ・モデルを用いて算定する。

(9) 新株予約権の譲渡制限

新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要する。

(10)新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金及

び資本準備金に関する事項

①新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の

額は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額

－ 27 －

取締役に対するストックオプション報酬額及び内容決定の件
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の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、そ

の端数を切上げる。

②新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備

金の額は、前記①の資本金等増加限度額から前記①に定める増加する資

本金の額を減じた額とする。

４．その他の新株予約権の募集事項については、別途開催される取締役会の決

議において定める。

－ 28 －

取締役に対するストックオプション報酬額及び内容決定の件
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第７号議案　当社グループ会社の取締役並びに当社及び当社グループ会社の従業

員に対してストックオプションとして発行する新株予約権の募集事

項の決定を当社取締役会に委任する件

会社法第236条、第238条並びに第239条の規定に基づき、当社グループ会社の

取締役並びに当社及び当社グループ会社の従業員に対しストックオプションと

して新株予約権を発行すること、及びストックオプションとして発行される新

株予約権の募集事項の決定を当社取締役会に委任することにつき、ご承認をお

願いするものであります。

１．特に有利な条件をもって新株予約権を引受ける者の募集をすることを必要

とする理由

当社グループ会社の取締役並びに当社及び当社グループ会社の従業員に業

績向上や企業価値の増大、株主重視の経営意識を高めるためのインセンティ

ブを与えることを目的とするものであります。

２．新株予約権割当の対象者

　割当日において、当社グループ会社に在籍する取締役並びに当社及び当社

グループ会社に在職する従業員。

３．本総会の決定に基づいて募集事項の決定をすることができる新株予約権の

内容及び数の上限等

(1) 新株予約権の目的たる株式の種類及び数

普通株式900,000株を上限とする。

なお、新株予約権１個当たりの目的となる株式数（以下「付与株式数」

という。）は100株とする。

当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を

調整するものとする。ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点

で権利行使されていない付与株式数について行われ、調整の結果生じる１

株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数　＝　調整前付与株式数　×　分割・併合の比率

また、上記のほか、決議日後、付与株式数の調整を必要とするやむを得

ない事由が生じたときは、合理的な範囲で当社は必要と認める付与株式数

の調整を行う。

(2) 新株予約権の数の上限

9,000個を上限とする。

(3) 新株予約権と引換えに払込む金額

－ 29 －

ストックオプションとして新株予約権を発行する件
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新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しないものとする。

(4) 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

①新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権の行使

により交付を受けることができる株式１株当たりの払込金額（以下「行

使価額」という。）に当該新株予約権に係る付与株式数を乗じた金額と

する。

行使価額は、新株予約権を割当てる日（以下「割当日」という。）の属

する月の前月の各日（取引が成立していない日を除く。）の株式会社東

京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（以下「終値」と

いう。）の平均値に1.05を乗じた金額（１円未満の端数は切上げ）とす

る。

ただし、その金額が割当日の終値（当日に終値がない場合は、それに先

立つ直近日の終値）を下回る場合は、割当日の終値とする。

②割当日後、当社が当社普通株式につき株式分割又は株式併合を行う場合

には、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の

端数は切上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
1

分割・併合の比率

また、新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき、時価を下回

る価額で新株を発行又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式により

行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切上げる。

新規発行
株 式 数

×
1株当たり
払込金額

調 整 後
行使価額

調 整 前
行使価額

×

既発行
株式数

＋
＝ 1株当たり時価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数

③割当日後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減

少を行う場合、その他これらの場合に準じ、行使価額の調整を必要とす

る場合には、取締役会の決議により合理的な範囲で行使価額を調整する

ものとする。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

新株予約権の付与決議の日後２年を経過した日から、当該付与決議の日

以後10年を経過する日まで

－ 30 －

ストックオプションとして新株予約権を発行する件
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(6) 新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、

権利行使時において当社あるいは当社グループ会社の取締役、監査役も

しくは従業員の地位を保有していることを要する。

②権利の質入れその他の処分及び相続は認めない。

③その他の条件については、本総会及び取締役会決議に基づき、当社と新

株予約権者との間で定めるところによる。

(7) 新株予約権の取得に関する事項

①当社が消滅会社となる合併契約、当社が完全子会社となる株式交換契約

又は株式移転契約が株主総会で承認された場合、当社は当該承認決議の

あった日において、新株予約権の全部を取得することができる。

②新株予約権の割当てを受ける者が、前記(6)に定める行使の条件に違反し

たことにより新株予約権の全部又は一部につき、権利を行使することが

できなくなった場合には、当該事由の発生した日において、新株予約権

のうち権利を行使することができなくなった部分について無償で取得す

ることができる。

③その他の条件については、本総会及び取締役会決議に基づき、当社と新

株予約権者との間で定めるところによる。

(8) 新株予約権の公正価額

新株予約権の公正価額は、割当日における当社株価及び行使価額等の諸

条件をもとにブラック・ショールズ・モデルを用いて算定する。

(9) 新株予約権の譲渡制限

新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要する。

(10)新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金及

び資本準備金に関する事項

①新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の

額は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額

の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、そ

の端数を切上げる。

②新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備

金の額は、前記①の資本金等増加限度額から前記①に定める増加する資

本金の額を減じた額とする。

４．その他の新株予約権の募集事項については、別途開催される取締役会の決

議において定める。

以　上

－ 31 －
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

（平成25年３月１日から
平成26年２月28日まで）

１．企業集団の現況
(1)　当事業年度の事業の状況
① 事業の経過及び成果
当連結会計年度の当社が属する業界においては、家庭用ゲームからソーシャ

ルゲームへのシフト、新刊書籍・コミック誌の発行部数減少、電子書籍化等、
外部環境の厳しさが増しております。
　また、その他セグメントにおいて、連結子会社であるカードフレックスジャ
パン株式会社への先行投資、TWO-BASE株式会社のペットサプリメント事業撤退
（平成25年10月１日事業譲渡）に伴う費用計上が収益面に影響した結果、当連
結会計年度の連結売上高は313億９千３百万円（前期比△8.2%）、連結営業利益
は２億５千万円（前期比△58.5%）、連結経常利益は２億３千２百万円（前期比
△62.5%）、連結当期純損失は１億９千３百万円（前期は連結当期純利益２億４
千４百万円）となりました。

【事業の概況】
　当社グループは、マルチパッケージ販売事業におけるリアル店舗の強化とEC
販売拡大による販売強化に努めてまいりました。特に、前期より力を入れてま
いりましたトレーディングカードにつきましては、協力取引先と独自のスキー
ムを研究構築し、非常に困難といわれているチェーン店展開の障壁を克服する
ことに成功し、同事業者が密集する大阪府日本橋にトレーディングカード専門
店のトレカパーク２店舗を出店しました。また、既存店舗においては「トレカ
パーク」コーナーの展開を推進し、合わせて当連結会計年度45店舗の展開によ
り累計64店舗となりました。また、アメリカンガレージをコンセプトとした雑
貨等を取り扱う「ZAK2 GARAGE」コーナーの展開や季節商材の取扱い、金券等の
商材買取や、ゲーム機本体に対する延長保証サービス等の新商材、新サービス
も導入し、リアル店舗の強化を具現化してまいりました。しかしながら、ゲー
ム新品売上が前期比△26億７千６百万円（△15.9%）と大きく落ち込んだこと、
中古商材の売上が前期を下回ったこと等により、当連結会計年度におけるマル
チパッケージ販売事業を主とする単体売上高は313億９千万円（前期比△8.2%）、
単体営業利益は３億４千９百万円（前期比△45.5%）となりました。
　また、その他事業におきましては、連結子会社であるカードフレックスジャ
パン株式会社が、平成25年1 2月に株式会社アプラスとBI N（B a n k  
Identification Number）スポンサーシップ契約を締結し、「国際ブランド付き
プリペイドカード」の発行準備が整った段階にあります。

－ 32 －

当事業年度の事業の状況
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事業別売上高

事業別／期別

第　 23 　期

 (前連結会計年度）

 (平成25年２月期）

第　 24 　期

 (当連結会計年度）

 (平成26年２月期）

金額 構成比 金額 構成比

千円 ％ 千円 ％

リ

サ

イ

ク

ル

品

本 4,393,134 12.8 3,992,461 12.7

ゲ ー ム 7,351,218 21.5 6,237,067 19.9

C D 674,216 2.0 578,955 1.9

D V D 917,334 2.7 1,040,458 3.3

ト レ カ 95,548 0.3 412,799 1.3

そ の 他 2,633 0.0 9,045 0.0

計 13,434,085 39.3 12,270,786 39.1

新

品

本 723,838 2.1 729,051 2.3

ゲ ー ム 16,826,551 49.2 14,150,400 45.1

C D 743,822 2.2 555,834 1.8

D V D 700,069 2.1 678,930 2.2

ト レ カ 391,708 1.2 882,212 2.8

プリペイドカード 142,108 0.4 568,579 1.8

そ の 他 151,729 0.4 297,851 0.9

計 19,679,828 57.6 17,862,859 56.9

レ ン タ ル 541,251 1.6 731,460 2.3

業 務 提 携 15,234 0.0 12,827 0.1

そ の 他 530,564 1.5 513,749 1.6

マルチパッケージ販売事業 34,200,964 100.0 31,391,681 100.0

そ の 他 1,380 0.0 2,136 0.0

合 計 34,202,344 100.0 31,393,817 100.0

－ 33 －

当事業年度の事業の状況
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売上高構成比
39.1％

リサイクル品
（マルチパッケージ販売事業）

売上高12,270,786千円
（前期比8.7％減）

　トレカパークの展開等、注力した中古トレカは伸長しましたが、スマートフォ

ンの拡大や、家庭用ゲームからソーシャルゲームへのシフトに伴い中古ゲームが

落ち込み、他の既存主力商品も前期を下回りました。第25期は、トレカだけでな

く、売場やオペレーションの再構築により、古本等既存商品の下降トレンドに歯

止めをかけてまいります。

売上高構成比
56.9％

新品
（マルチパッケージ販売事業）

売上高17,862,859千円
（前期比9.2％減）

　新品のほとんどを占めるゲームが、上述のような市場環境の変化により前期を

下回りました。第25期は、新型ゲーム機ハードの発売があったとはいえ、ゲーム

に過度に依存しない仕組を構築してまいります。

　その一つとして、トレカパーク導入によるトレカ新品の増収を見込んでおりま

す。

売上高構成比
4.0％

その他のマルチパッケ
ージ販売事業及びその
他の事業

売上高1,260,172千円
（前期比15.7％増）

　構成比は低いですが、前々期に導入したTSUTAYAレンタルが売上増に寄与しまし

た。

－ 34 －
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② 設備投資の状況

 当連結会計年度における設備投資の総額は２億４千３百万円であり､主

として新規出店･店舗改装に伴う設備投資､システム投資であります｡

(注)有形固定資産､無形固定資産(のれんを除く)､長期前払費用への投資

であります｡

③ 資金調達の状況

 当連結会計年度中に､当社の所要資金として､金融機関より長期借入金

として10億円の調達を実施しました｡

④ 事業の譲渡､吸収分割又は新設分割の状況

 特記すべき事項はありません｡

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況

 該当事項はありません｡

⑥ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継

の状況

 該当事項はありません｡

⑦ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

 当社は、平成26年２月28日を効力発生日として、TAY TWO MARKETHING, 

INC.の全株式をカードフレックスジャパン株式会社に譲渡いたしました。

－ 35 －
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(2)　直前３事業年度の財産及び損益の状況

① 企業集団の財産及び損益の状況

区分／期別
第 21 期

(平成23年２月期)

第 22 期

(平成24年２月期)

第 23 期

(平成25年２月期)

第 24 期
(当連結会計年度)
(平成26年２月期)

売 上 高 (千円) 39,689,677 － 34,202,344 31,393,817

経 常 利 益 (千円) 870,738 － 619,425 232,077

当 期 純 利 益 (千円) 387,578 － 244,975 △193,365

１株当たり当期純利益

又 は 純 損 失 ( △ )
(円) 748.57 － 473.83 △3.80

総 資 産 (千円) 11,323,558 － 12,149,932 11,159,287

純 資 産 (千円) 5,534,614 － 5,438,277 5,061,450

１株当たり純資産額 (円) 10,478.80 － 10,538.45 99.98

自 己 資 本 比 率 (％) 47.9 － 44.7 45.3

（注）１．１株当たり当期純利益又は純損失(△)は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総
数により、１株当たり純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算
出しております。

２．１株当たり純資産額は、新株予約権を控除した純資産額により算出しております。
３．自己資本比率は、新株予約権を控除した純資産額により算出しております。
４．第22期は連結子会社がなくなったため、連結計算書類を作成しておりません。
５．当社は平成25年９月１日付で、株式１株につき100株の株式分割を行っております。当

該株式分割については、第24期の期首に株式分割が行われたと仮定して１株当たり当
期純損失及び１株当たり純資産額を算定しております。

－ 36 －
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売上高
(単位：百万円)

第24期
（当期）

第23期第22期
（単体）

第21期

31,393
34,202

36,188
39,689

経常利益
(単位：百万円)

第24期
（当期）

第23期第22期
（単体）

第21期

232

619

739

870

当期純利益又は当期純損失(△)
(単位：百万円)

第24期
（当期）

第23期第22期
（単体）

第21期

244

△19 △193

387

１株当たり純資産
(単位：円)

第24期
（当期）

第23期第22期
（単体）

第21期

99.98
105.38103.49104.78

（注）当社は平成25年９月１日付で、株式１株につき100株の株式分割を行っておりますの
で、第23期以前につきましては「１株当たり純資産」を「1/100株あたり純資産」と
読み替え表示しております。
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② 当社の財産及び損益の状況

区分／期別
第 21 期

(平成23年２月期)
第 22 期

(平成24年２月期)
第 23 期

(平成25年２月期)

第 24 期
(当事業年度)

(平成26年２月期)

売 上 高 (千円) 38,897,966 36,188,221 34,201,173 31,390,999

経 常 利 益 (千円) 878,489 739,660 612,649 307,056

当 期 純 利 益
又は純損失（△）

(千円) 391,077 △19,549 238,855 △131,961

１株当たり当期純利益
又 は 純 損 失 （ △ ）

(円) 755.33 △37.76 461.99 △2.59

総 資 産 (千円) 11,257,624 12,220,114 12,187,890 11,266,565

純 資 産 (千円) 5,519,128 5,366,339 5,477,562 5,177,712

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) 10,604.83 10,349.90 10,614.62 102.28

自 己 資 本 比 率 (％) 48.8 43.9 44.9 45.9

（注）１．１株当たり当期純利益又は純損失(△)は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総
数により、１株当たり純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算
出しております。

２．１株当たり純資産額は、新株予約権を控除した純資産額により算出しております。
３．自己資本比率は、新株予約権を控除した純資産額により算出しております。
４．当社は平成25年９月１日付で、株式１株につき100株の株式分割を行っております。当

該株式分割については、第24期の期首に株式分割が行われたと仮定して１株当たり当
期純損失及び１株当たり純資産額を算定しております。
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(3)　重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社の状況
 該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
当社の議決権
比 率

主 要 な 事 業 内 容

ｶｰﾄ ﾞ ﾌ ﾚ ｯ ｸ ｽ ｼ ﾞ ｬ ﾊ ﾟ ﾝ
株 式 会 社

170,000 千円 100%
国際ブランド付きプリペイドカー
ドの発行、営業、販売、運用、管理

T W O - B A S E
株 式 会 社

8,000 千円 100%
消費者参加型マーケティングECサ
イトの企画・構築・運営

（注）カードフレックスジャパン株式会社につきましては、重要性が増加したため、当連結会計
年度より同社を連結子会社といたしました。

(4)　対処すべき課題

　当社グループは、古本市場を中心としたマルチパッケージ販売事業のリアル

店舗及びECにおきまして、収益構造改革を行うとともに新規事業を展開し、そ

れぞれの事業がシナジーを生み出す構造を確立していくこと、さらに、これま

で未開拓であった地域へ積極的に出店することにより、長期的な成長を目指し

てまいります。

　その他事業におきましては、カードフレックスジャパン株式会社が発行を計

画している国際ブランド付きプリペイドカードの拡大と収益化により、当社グ

ループの更なる発展につなげてまいります。

　短期的には、店舗運営におきまして、各商材別の業界動向やトレンドの変化、

お客様のニーズを素早く店舗運営に反映し、取扱い商材の売場構成適正化や新

規商材の投入、新業態パッケージの開発を行い、新たな顧客の取込みとともに、

一層のコスト管理により、売上及び利益の最大化を目指してまいります。なお、

出店戦略に関しましては、収益性を最重視する厳選出店を行うと同時に、スク

ラップ＆ビルド及び店舗改装を実施し、店舗競争力を強化します。さらに、業

務提携やM&Aも視野に入れ、未出店エリアへの進出・拡大を迅速に実行すること

を目指してまいります。
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　また、EC事業に関しましては、リアル店舗の買取力等、当社グループの経営

資源を活用した商品調達の安定化とともに、独自商材を導入・育成してまいり

ます。これらに加え、ECシステムを最大限に活用した顧客の購入行動分析や他

サイトとのアライアンス強化等による販売チャネル拡大により、売上高の拡大

を図ってまいります。あわせて、物流費用を含めたコスト管理を徹底すること

により、収益性の向上に努めてまいります。

　プリペイドカード事業に関しましては、迅速な拡大・収益化のため、新たな

アライアンスの展開を進めてまいります。

(5)　主要な事業内容（平成26年２月28日現在）

　　当社グループ会社における事業内容

事業区分 事業内容 主要な会社

マルチパッケージ販売事業

店頭及びインターネットでの古
本の買取・販売及び新刊本の販
売、メディア商品（家庭用テレ
ビゲーム機及びゲームソフト、
CD、DVD等）のリサイクル品の買
取・販売及び新品の販売、その
他雑貨の販売並びにフランチャ
イズ加盟店の募集及び加盟店の
サポート、CD、DVD等のレンタ
ル、コンビニエンスストアの経
営

当社

そ の 他 事 業

国際ブランド付きプリペイドカ
ードの発行、営業、販売、運用、
管理
消費者参加型マーケティングEC
サイトの企画・構築・運営

ｶｰﾄﾞﾌﾚｯｸｽｼﾞｬﾊﾟﾝ株式会社
TWO-BASE株式会社
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(6)　主要な事業所（平成26年２月28日現在）

① 本社・本部

株 式 会 社 テ イ ツ ー
本 社 岡山県岡山市北区

東京本部 東京都品川区

ｶｰﾄﾞﾌﾚｯｸｽｼﾞｬﾊﾟﾝ株式会社 本 社 東京都渋谷区

T W O - B A S E 株 式 会 社 本 社 東京都品川区

② 店舗の状況

第23期末
(前期末)

出店 退店
第24期末
（当期末）

増減

店 店 店 店 店

古 本 市 場 　 直 営 店 舗   97(1) － 1    96(1) △1

古 本 市 場  業 務 提 携 ・ F C 店 舗    7 － 1 6 △1

ブック･スクウェア　直営店舗 3(1) 1 － 4(1)  1

３ B e e 　 直 営 店 舗 3(3) － － 3(3) －

T S U T A Y A 　 当 社 直 営 店 舗 2 － － 2 －

ト レ カ パ ー ク 　 直 営 店 舗 － 2 － 2      2

F a m i l y  M a r t　当社直営店舗 2 － － 2 －

合 　 　 計 114(5) 3 2 115(5)    1

（注）カッコ内の数値はTSUTAYA併設店であります。
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(7) 使用人の状況（平成26年２月28日現在）

　　① 企業集団の使用人の状況

事 業 区 分 就 業 員 数 前 期 末 比 増 減

名 名

マ ル チ パ ッ ケ ー ジ 販 売 事 業 336 △32

そ の 他 事 業 2 △2

合 　 　 計 338 △34

（注）就業員数には、使用人兼務役員1名、派遣社員13名、パートタイマー・アルバイト397名

（１日８時間換算による月平均人数）は含めておりません。

　② 当社の使用人の状況

使 用 人 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

名 名 歳 年

337 △35 35.2 8.3

（注）使用人数には、派遣社員13名、パートタイマー・アルバイト396名（１日８時間換算による

月平均人数）は含めておりません。

(8) 主要な借入先の状況（平成26年２月28日現在）

借　入　先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 山 陰 合 同 銀 行 762,512千円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 956,320

株 式 会 社 三 菱 東 京 U F J 銀 行 525,405

株 式 会 社 中 国 銀 行 225,006

株 式 会 社 ト マ ト 銀 行 191,640

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 300,000

株 式 会 社 新 生 銀 行 291,700

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 15,140

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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２．会社の現況（平成26年２月28日現在）

(1)　株式の状況

① 発行可能株式総数 200,000,000株

(注)平成25年９月１日付にて実施した株式分割（１株を100株に分割）に伴い、発行可能株式総
数は198,000,000株増加し、200,000,000株となっております。

② 発行済株式の総数 50,601,500株（自己株式2,038,500株を除く)

(注)平成25年９月１日付にて実施した株式分割（１株を100株に分割）に伴い、発行済株式総数
は52,113,600株増加しております。

③ 当事業年度末の株主数 6,682名

④ 上位10名の株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株式会社ﾜｲ・ｴ ｲ・ｹ ｲ・ｺ ｰ ﾎ ﾟ ﾚ ｰ ｼ ｮ ﾝ 10,623,900株 20.9％

ｶ ﾙ ﾁ ｭ ｱ ･ ｺ ﾝ ﾋ ﾞ ﾆ ｴ ﾝ ｽ ･ ｸ ﾗ ﾌ ﾞ株式会社 7,760,100 15.3

株 式 会 社 山 陰 合 同 銀 行 2,100,000 4.1

テ イ ツ ー 従 業 員 持 株 会 1,619,700 3.2

日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 1,019,300 2.0

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,000,000 1.9

東 京 海 上 日 動 火 災 保 険 株 式 会 社 1,000,000 1.9

株 式 会 社 ト マ ト 銀 行 800,000 1.5

株 式 会 社 中 国 銀 行 800,000 1.5

株 式 会 社 ア イ シ ー ピ ー 730,000 1.4

（注）１．当社は自己株式(2,038,500株)を保有しておりますが、上位10名の株主から除外してお
ります。

　　２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

⑤ その他株式に関する重要な事項

 当社は、平成25年９月１日付にて普通株式１株につき100株に分割するとと
もに、１単元の株式数を100株とする単元株制度を導入いたしました。
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(2)　新株予約権等の状況

① 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の

状況（平成26年２月28日現在）

回次 第８回新株予約権

株主総会決議日 平成23年５月25日

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の数 4,000個

新株予約権の目的となる株式の数
400,000株

(新株予約権１個につき100株)

新株予約権の払込金額 無償

新株予約権の行使に際して出資される

財産の価額

１個当たり5,300円

（１株当たり53円）

権利行使期間
平成25年６月１日から

平成27年５月31日まで

行使の条件

対象者は、新株予約権の行使時において当社並
びに当社グループ会社の取締役、監査役又は従
業員の地位を保有していることを要する。
対象者は、割当を受けた新株予約権の質入れそ
の他の処分及び相続をすることができない。
その他の条件については、平成23年５月25日開
催の第21期定時株主総会及び新株予約権発行
に係る取締役会の決議に基づき、当社と対象者
の間で締結した新株予約権の割当に関する契
約に定めるところによる。

役

員

の

保

有

状

況

取締役
(社外取締役を除く)

・新株予約権の数　：　 2,000個

・目的となる株式数： 200,000株

・保有者数        ： 　 　２名

社外取締役

・新株予約権の数  ： 　1,000個

・目的となる株式数：  10,000株

・保有者数        ：　　  １名

(注)当社は平成25年９月１日付で１株を100株とする株式分割を行っております。これによ
り、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使に際して出資される財産の価
額が調整されております。

② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約

権の状況

　該当事項はありません。

③ その他の新株予約権等の状況

　該当事項はありません。
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(3)　会社役員の状況

① 取締役及び監査役の状況（平成26年２月28日現在）

地 　 　 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役会長 堀 　 久 志

代表取締役社長 寺 田 勝 宏
経営企画部長兼店舗開発部長
TWO-BASE株式会社代表取締役社長

取 締 役 荒 井 　 薫

TWO-BASE株式会社取締役
TAY TWO MARKETING,INC. CEO
カードフレックスジャパン株式会社代表取締役社長
テンプホールディングス株式会社社外監査役

取 締 役 藤 巻 淳 一 東京国際大学大学院商学研究科　非常勤講師

取 締 役 大 谷 真 樹
学校法人光星学院理事
八戸学院大学学長

取 締 役 鍋 嶋 智 紀
カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社エン
タテインメント事業本部商品本部商品調達部ゲー
ムユニット長

常 勤 監 査 役 武 田 由 隆
TWO-BASE株式会社社外監査役
インターピア株式会社社外監査役

監 査 役 平 田 　 修
株式会社平田企業会計代表取締役
株式会社前原会計税務企画部長

監 査 役 小 松 泰 夫

監 査 役 近 藤 麻 紀 弁護士法人ベリーベスト法律事務所　弁護士

（注）１．取締役大谷真樹氏及び鍋嶋智紀氏は、社外取締役であります。

２．監査役武田由隆、平田修、小松泰夫及び近藤麻紀の各氏は、社外監査役であります。

３．監査役平田修氏は、株式会社前原会計の税務企画部長であり、長年にわたり企業の会計・税

務の指導を行っており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

４．当社は、取締役大谷真樹氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引

所に届け出ております。

５．平成25年５月27日開催の第23期定時株主総会終結の時をもって、取締役関本慎治及び髙橋誉

則の各氏は任期満了により退任いたしました。

６．平成25年５月27日開催の第23期定時株主総会終結の時をもって、監査役中山泰章氏は辞任に

より退任いたしました。

７．平成26年３月１日をもって取締役荒井薫氏は辞任により退任いたしました。

８．平成26年４月１日をもって代表取締役会長堀久志氏は取締役相談役に就任いたしました。
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② 取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（ う  ち  社  外  取  締  役 ）

6名
(1)

61百万円
(5)

監 査 役
（ う  ち  社  外  監  査  役 ）

5
(5)

20
(20)

合 計 11 81

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２．取締役の報酬限度額は、平成12年５月25日開催の第10期定時株主総会において年額200

百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。
 　 また、上記の報酬限度額とは別枠で、ストックオプションとして発行する新株予約権

に関する報酬等の額として第８回新株予約権について平成23年５月25日開催の第21期
定時株主総会にて年額３百万円以内を決議いただいております。

３．監査役の報酬限度額は、平成12年５月25日開催の第10期定時株主総会において年額30
百万円以内と決議いただいております。

４．支給額には、退任時に支払われる予定の退職慰労金と当該役員に対する過年度の役員
退職慰労引当金との差額△15百万円を含んでおります。

５．支給額には、当事業年度のストックオプションによる報酬額として費用処理した21万
円(取締役21万円(うち社外取締役０万円))を含んでおります。

６．上記には、平成25年５月27日の第23期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役
１名（うち社外取締役０名）及び監査役１名（うち社外監査役１名）を含んでおりま
す。

７．上記のほか、平成25年５月27日開催の第23期定時株主総会決議に基づき役員退職慰労
金を下記のとおり支給しております。

　　　　退任取締役　１名　15百万円（うち社外取締役０名）
　　　　退任監査役　２名　62万円（うち社外監査役１名）
８．上記のほか、平成25年５月27日開催の第23期定時株主総会決議に基づき役員退職慰労

金制度廃止に伴う打切り支給として下記のとおり退任時に支払われる予定です。
　　　　退任取締役　４名　64百万円（うち社外取締役１名）
　　　　退任監査役　２名　 6百万円（うち社外監査役２名）

③ 社外役員に関する事項
イ．他の法人等との重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
・取締役大谷真樹氏は、学校法人光星学院理事及び八戸学院大学学長を
兼務しております。なお、当社と当該学院及び大学との間には特別の
関係はありません。

・取締役鍋嶋智紀氏は、カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社
エンタテインメント事業本部商品本部商品調達部ゲームユニット長を
兼務しております。当社は同社との間で、各店毎にフランチャイズ契
約を締結しており、ロイヤリティとして売上高の一定率等を支払って
おります。なお、同社は当社の主要株主であります。

・監査役武田由隆氏は、TWO-BASE株式会社及びインターピア株式会社の
社外監査役を兼務しております。
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　なお、TWO-BASE株式会社は当社の子会社であり、インターピア株式会
社は当社の関連会社であります。

・監査役平田修氏は、株式会社平田企業会計の代表取締役及び株式会社
前原会計の税務企画部長を兼務しております。なお、当社と当該会社
との間には特別の関係はありません。

・監査役近藤麻紀氏は、弁護士法人ベリーベスト法律事務所の弁護士を
兼務しております。なお、当社と当該弁護士事務所との間には特別の
関係はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況
・取締役会及び監査役会への出席状況

取締役会（2 1回開催） 監査役会（1 6回開催）

出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率

取 締 役 大 谷 真 樹 19回 90.5％ － －

取 締 役 鍋 嶋 智 紀 17 100.0 － －

監 査 役 武 田 由 隆 21 100.0 16回 100.0％

監 査 役 平 田 　 修 21 100.0 16 100.0

監 査 役 小 松 泰 夫 17 100.0 12 100.0

監 査 役 近 藤 麻 紀 17 100.0 12 100.0

（注）１．取締役鍋嶋智紀、監査役小松泰夫及び近藤麻紀の各氏は平成25年５月27日開催の第23
期定時株主総会において選任されたため、開催回数が他の社外役員と異なります。な
お、就任後の取締役会の開催回数は17回、監査役会の開催回数は12回であります。

　　　２．当社と取締役大谷真樹氏及び鍋嶋智紀氏は、会社法第427条第１項の規定に基づき、会
社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に
基づく損害賠償責任の限度額は10百万円又は下記(1)及び(2)の金額の合計に２を乗じ
た額に下記(3)の金額を加えた額のいずれか高い額としております。

　　　　　(1) 在職中に報酬、賞与その他の職務執行の対価として受け、又は受けるべき財産上
の利益の事業年度毎の合計額のうち最も高い額

　　　　　(2) 受け取った退職慰労金の額及び退職慰労金の性質を有する財産上の利益の額の合
計額を、社外取締役に就いていた年数で除して得た額

　　　　　(3) ①新株予約権を引き受けた場合における当該新株予約権（以下、この新株予約権
を「有利発行決議に基づく新株予約権」という。）で、職務執行の対価として
受けたものを除いたもの（以下「非報酬新株予約権」という。）を社外取締役
就任後に行使した場合にあっては、当該非報酬新株予約権の行使時における当
社の株式の１株当たりの時価から当該非報酬新株予約権の行使に際して出資さ
れる財産の価額及びその払込金額の合計額の当該非報酬新株予約権の目的であ
る株式１株当たりの額を減じて得た額に、当該非報酬新株予約権の行使により
交付を受けた当社の株式の数を乗じて得た額

②社外取締役就任後に、当該非報酬新株予約権を譲渡した場合にあっては、当該
非報酬新株予約権の譲渡価額からその払込金額を減じて得た額に、譲渡した当
該非報酬新株予約権の数を乗じた額
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　　　３．当社と監査役小松泰夫氏及び近藤麻紀氏は、会社法第427条第１項の規定に基づき、会
社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に
基づく損害賠償責任の限度額は３百万円又は下記(1)及び(2)の金額の合計に２を乗じ
た額に下記(3)の金額を加えた額のいずれか高い額としております。

　　　　　(1) 在職中に報酬、賞与その他の職務執行の対価として受け、又は受けるべき財産上
の利益の事業年度毎の合計額のうち最も高い額

　　　　　(2) 受け取った退職慰労金の額及び退職慰労金の性質を有する財産上の利益の額の合
計額を、社外監査役に就いていた年数で除して得た額

　　　　　(3) ①新株予約権を引き受けた場合における当該新株予約権（以下、この新株予約権
を「有利発行決議に基づく新株予約権」という。）で、職務執行の対価として
受けたものを除いたもの（以下「非報酬新株予約権」という。）を社外監査役
就任後に行使した場合にあっては、当該非報酬新株予約権の行使時における当
社の株式の１株当たりの時価から当該非報酬新株予約権の行使に際して出資さ
れる財産の価額及びその払込金額の合計額の当該非報酬新株予約権の目的であ
る株式１株当たりの額を減じて得た額に、当該非報酬新株予約権の行使により
交付を受けた当社の株式の数を乗じて得た額

②社外監査役就任後に、当該非報酬新株予約権を譲渡した場合にあっては、当該
非報酬新株予約権の譲渡価額からその払込金額を減じて得た額に、譲渡した当
該非報酬新株予約権の数を乗じた額

・取締役会における社外役員の発言状況
　取締役大谷真樹氏は、当事業年度開催の取締役会に出席し、IT関連
産業及び起業の専門家としての豊富な経験と高い見識に基づいて、適
切な助言・提言・意見の表明を適宜行っております。
　取締役鍋嶋智紀氏は、当事業年度開催の取締役会に出席し、メディ
アパッケージ商品及びコンテンツ流通分野における豊富な経験と高い
見識に基づいて、適切な助言・提言・意見の表明を適宜行っておりま
す。
　監査役武田由隆、平田修、小松泰夫及び近藤麻紀の各氏は、当事業
年度開催の取締役会に出席し、取締役会の意思決定の妥当性、適正性
を確保するための適切な助言・提言・意見の表明を適宜行っておりま
す。

・監査役会における社外監査役の発言状況
　監査役武田由隆、平田修、小松泰夫及び近藤麻紀の各氏は、当事業
年度開催の監査役会に出席し、議案審議及び監査に関する重要事項の
協議等に必要な発言を適宜行っております。
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(4)　会計監査人の状況

① 会計監査人の名称　　　 三優監査法人

② 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

支 払 額

当社が支払うべき公認会計士法第２条第１項の
監査業務の報酬

33百万円

当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

33

 (注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法
に基づく監査の報酬等の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記の
監査業務の報酬金額にはこれらの合計額を記載しております。

③ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が
あると判断した場合は、監査役会の同意を得た上で、又は、下記に掲げる
監査役会の請求に基づいて、会計監査人の解任又は不再任を株主総会の会
議の目的とすることといたします。
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が
あると判断した場合は、取締役会に会計監査人の解任又は不再任を株主総
会の会議の目的とすることを請求いたします。
　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目
に該当すると認められる場合等、その必要があると判断した場合は、監査
役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会
が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監
査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
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(5)　業務の適正を確保するための体制

　　取締役及び使用人それぞれの職務の執行が法令及び定款に適合することを確

保するための体制、その他会社の業務の適正を確保するための体制についての

決定内容の概要は以下のとおりであります。

　なお、この決定に基づく体制の構築と運用の状況については、定期的にチェ

ックを行うとともに、その結果を踏まえて決定自体の変更を検討し、更なる改

善に努めております。

「取締役及び使用人それぞれの職務の執行が法令及び定款に適合することを

確保するための体制」

① コンプライアンスの基本原則として「テイツーグループ行動規範」を定

め、ほかの規程類と同様に社内所定の保存場所に公開することにより、

周知徹底を図る。

② コンプライアンスの総責任者として「チーフ・コンプライアンス・オフ

ィサー」を選定する。チーフ・コンプライアンス・オフィサーは、適宜

各部門（グループ会社を含む）に「コンプライアンス責任者」を任命す

るとともに、日頃から監査役と連携の上、コンプライアンス体制及びコ

ンプライアンス上の問題の有無の調査に努める。

③ 役員・社員をはじめすべての従業者がコンプライアンス上の問題を発見

した場合には、上長、社内関連部署、チーフ・コンプライアンス・オフ

ィサー、又は、業務上の指揮命令系統とは独立別個の通報・相談機能と

して「コンプライアンス・ホットライン規程」の定める先のいずれか１

先以上に報告するものとする。

④ 取締役会に社外取締役が常時在任する体制をとる。

「取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制」

①「文書管理規程」を定め、職務の執行に係る文書・情報の適切な保存及

び管理を図る。

② 個人情報の管理について、「個人情報保護規程」ほか関連規程を整備

し、運用面では情報システム部門が状況をフォローしている。

③ 情報セキュリティーマネジメントについて、「情報セキュリティ管理規

程」ほか関連規程に基づく体制の整備・運用を図る。

「損失の危険の管理に関する規程その他の体制」

① 各部門（グループ会社を含む）におけるリスク把握・対応の優先度・対

処基本方針の認識共有を常時行い、周知徹底する。

② 内部監査部門は各部門のリスク管理状況を監査し、その結果を定期的に

取締役会及び監査役会に報告する。

③ 地震その他の災害等によるリスクへの対応原則に関して「外部危機管理

規程」を定め、その周知を図る。
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④「リスク対応管理表」及び「緊急連絡体制」を整備し、リスクが顕在化

した場合及びリスクが顕在化するおそれのある場合の対応責任部署と

報告体制を明確にする。

「取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制」

① 取締役会は、大幅な権限委譲により、迅速な意思決定と機動的職務執行

を推進する。その具体的内容は「取締役会規程」、「経営会議規程」、

「稟議規程」及び「職務分掌・権限規程」に明示する。

② 取締役会は下位会議体の充実を図り、取締役会への的確な議案付議と審

議内容の深化に努める。

③ 取締役の職務執行については、月例の取締役会において報告する。ま

た、各部門におけるそれぞれの業務基本方針に基づく目標の周知状況と

達成状況を監督する。

④ 社内諸規程を会社の現況等に照らして遅滞なく更新するとともに、わか

りやすくスリムな体系となるよう改定に努める。

「テイツーグループにおける業務の適正を確保するための体制」

① グループ会社の経営を円滑に遂行し、総合的に事業の発展・相乗効果を

図るため、「グループ会社管理規程」の規定に従い、各グループ会社と

覚書を締結する。

② 状況に応じてグループ会社に取締役及び監査役を派遣するとともに、グ

ループ統括主管部門（又は複数のグループ統括担当者）を定め、グルー

プ会社との間に事業運営に関する重要な事項についての情報交換及び

協議を行う。

③ グループ会社の事業運営に関する特に重要な事項については当社の承

認を必要とし、取締役会において下位会議体での審議を踏まえた上決議

する。

④ グループ統括主管部門（又はグループ統括担当者）は内部監査部門と連

携して、業務の適正性に関するグループ会社の監査を行う。

⑤ 監査役は、グループ会社の監査を行うとともに、各社の監査役と意見交

換等を行い、連携を図る。

「監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当

該使用人に関する事項」

監査役の職務を補助する組織を管理部門とし、管理部門担当部員の中か

ら補助者を任命する。また、監査役が必要ありとして求めた場合、監査役

又は監査役会は直接監査役の職務を補助する者を雇用又は契約できること

とする。

「前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項」

補助者の人事異動については監査役会の意見を尊重するものとする。
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「取締役及び使用人が監査役（又は監査役会）に報告をするための体制その

他の監査役（又は監査役会）への報告に関する体制」

取締役及び使用人は、監査役に対して、次の事項を報告する。

① 当社に関する重要事項

② 会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項

③ 法令・定款違反事項

④ 毎月の経営状況として重要な事項

⑤ 内部監査部門による監査結果

⑥ 上記のほか、監査役がその職務遂行上報告を受ける必要があると判断

した事項

また、監査役は取締役会をはじめ当社の事業運営において重要な議事事

項の含まれる会議に積極的に出席して報告を受ける体制を確保する。

「その他監査役会の監査が実効的に行われることを確保するための体制」

監査役会は、代表取締役社長、会計監査人とそれぞれ定期的に意見交換

会を開催する。業務監査面においては、常勤監査役は、稟議規程における

代表取締役社長決裁案件に対して、決裁以前に内容を確認し、適宜意見を

述べることが可能な体制とする。

「反社会的勢力排除に向けた体制」

当社は、反社会的勢力に対しては毅然とした態度で臨み、反社会的勢力

の活動を助長する一切の関係を拒絶するとともに、総務部門を対応部門と

して、所轄警察署、顧問弁護士、外部顧問等との協調関係を強めていく。

「財務報告の適正性を確保するための体制」

財務報告の適正性を確保するために、代表取締役社長の指示のもとに、

金融商品取引法に規定された財務報告に係る内部統制が有効に行われる体

制を構築し、その仕組が適正に機能することを継続的に評価し、不備があ

れば必要な見直しを行っている。
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(6)　会社の支配に関する基本方針

① 財務及び事業の方針の決定を支配するものの在り方に関する基本方針の

内容の概要

　当社は、現在の社会生活がグローバルな変化と無関係ではいられない

ことから、古本及び新品とリサイクル品のゲーム・CD・DVDの買取・販売

を行う古本市場店舗の運営等を通じて経済活動をともにするすべてのス

テークホルダーの利益に最大限の配慮を行い、すべてのステークホルダ

ーに満足していただくことが最も重要であると考えております。このよ

うな当社の経営理念の実践を前提として、当社は、資本調達を通じてリ

スクをご負担いただく株主の皆様が、原則として当社の主権者であると

認識しており、株主主権が企業価値（株主価値）と株主共同の利益の確

保と向上に資する条件整備、すなわち株主の皆様と経営陣の情報共有に

最大限の努力を行う必要があると考えております。

② 当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実

現に資する特別な取組みの概要

　当社は、古本及び新品とリサイクル品のゲーム・CD・DVDの買取・販売

を行う「古本市場」を中心とするリアル店舗、古本及び新品とリサイク

ル品のゲーム・CD・DVDの買取・販売をインターネットを通じて行うEC部

門等を営んでおり、「ご家族で楽しめる廉価な娯楽の提供」を通じての

事業運営を行っております。

　当社では、この複合化やリサイクルのノウハウ・システム・人材・取

引先との信頼関係を基盤とした事業展開を図ることによって、集客力・

競争力を高め、お客様に価値を提供し続け、企業価値の向上を図るとと

もに地球環境保全という観点だけでなく書籍・映像・音楽・ゲームとい

う分野で文化の一翼を担う社会的使命を果たしてまいりたいと考えてお

ります。

　このように、当社の事業においては、顧客・従業員・取引先・株主・

フランチャイジーにとどまらず、社会的責任をもたらすものとして、地

域社会との調和、環境への配慮、文化の伝達など、事業を進めるにあた

り広範囲のステークホルダーの利益を最大限に配慮することも重要であ

ると考えております。

　従いまして、当社の企業価値は、中長期的な視点に立ち、広範囲のス

テークホルダーの存在に配慮した事業展開を行うことによって確保・向

上されるべきものと考えております。

③ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決

定が支配されることを防止するための取組み（買収防衛策について）の

概要
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　　　本施策は、大規模買付者が従うべき大規模買付ルールと、大規模買付

行為に対して当社がとりうる大規模買付対抗措置から構成されておりま

す。

　本施策においては、まず、大規模買付ルールとして、大規模買付者に

対し、株主及び当社取締役会による判断のための情報提供と、当社取締

役会による検討・評価の期間の付与を要請しております。

　次に、当社取締役会が、大規模買付対抗措置として、会社法その他の

法令及び当社定款によって認められる相当な対抗措置の発動を決議しう

ることを前提として、その発動の要件を、①大規模買付者が大規模買付

ルールを遵守しない場合又は②株主意思確認手続において大規模買付対

抗措置の発動につき賛同が得られた場合に限定することといたしました。

④ 当該取組みが会社の支配に関する基本方針に沿うものであり、株主共同

の利益を損なうものではないこと、会社役員の地位の維持を目的とする

ものではないこと及びその理由

　 １.当該取組みが会社の支配に関する基本方針に沿うものであること及びそ

の理由

　当該取組みは、平成22年２月末日までの事業年度に係る定時株主総会

（平成22年５月26日開催）において決議されましたが、平成24年開催の

定時株主総会終結時までで満了を迎えたため、承継・更新することとし、

平成24年２月末日までの事業年度に係る定時株主総会（平成24年５月25

日開催）において議案として諮り、出席株主の皆様の過半数の賛成を得

ております。

　　　また、その有効期間は、平成26年５月開催予定の定時株主総会終結時

までとしております。そして、有効期間満了前であっても、企業価値及

び株主共同の利益確保又は向上の観点から、関係法令の整備等の状況を

踏まえ、本施策を随時見直し、臨時株主総会において本施策を廃止する

旨の決議が行われた場合、又は株主総会で選任された取締役で構成され

る当社取締役会の決議によって本施策を廃止する旨の決議が行われた場

合には、本施策は廃止されるものとしております。

　したがって、当該取組みの継続、廃止又は変更の是非の判断には、株

主総会における株主の皆様の意思が反映され、株主の皆様が当社の主権

者であるとの基本方針に沿うものであると考えております。
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　 ２.当該取組みが株主共同の利益を損なうものではないこと及びその理由

　　　大規模買付ルールは、大規模買付者が大規模買付行為を行うにあたっ

て従うべきルールを定めたものにとどまり、当該ルールの導入時点で新

株予約権その他の株券等を発行するものではありませんので、当該時点

において株主の皆様及び投資家の権利や利益に影響を及ぼすものではあ

りません。

　したがって、大規模買付ルールは、当社の株主の皆様をして、必要か

つ十分な情報をもって大規模買付行為について適切な判断をすることを

可能ならしめるものであり、当社の株主共同の利益に資するものと考え

ております。

　また、大規模買付対抗措置を発動した場合でも、当該大規模買付行為

に係る特定株主グループの株主には、その法的権利又は経済的利益に損

失を生ぜしめる可能性がありますが、それ以外の株主の皆様の法的権利

又は経済的利益には格別の損失を生ぜしめることは想定しておりません。

当社取締役会が大規模買付対抗措置の発動を決議した場合は、法令及び

証券取引所規則に従って、適時に適切な開示を行います。

　 ３.当該取組みが会社役員の地位の維持を目的とするものではないこと及び

その理由

　　　当該取組みにおいては、大規模買付対抗措置の発動の要件として、客

観的かつ明確な要件を定めており、発動の要件に該当するか否かの判断

に当社取締役会の恣意的判断の介入する余地を可及的に排除しておりま

す。

　また、当該取組みにおいては、大規模買付対抗措置の発動の手続を定

め、当社取締役会の恣意的な判断を排除しております。

　したがって、当該取組みにおいては、当社取締役会が大規模買付対抗

措置の発動を決議するにあたり、その判断の客観性・合理性を担保する

ための十分な仕組みが確保されているものと考えております。

（注）本事業報告中の記載金額は、表示単位未満の端数を切捨てて表示しており

　　　ます。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成26年２月28日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品

貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

器 具 及 び 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

差 入 保 証 金

そ の 他

7,395,459

2,725,540

360,317

3,815,131

24,795

116,580

353,093

3,763,827

1,111,612

624,179

165,935

242,279

71,547

7,670

118,248

6,196

101,574

10,477

2,533,966

216,965

190,642

759,185

1,252,596

114,576

流 動 負 債 3,626,449

買 掛 金 1,094,303

１年内返済予定長期借入金 1,741,385

リ ー ス 債 務 76,049

未 払 金 255,882

未 払 法 人 税 等 463

賞 与 引 当 金 58,417

ポ イ ン ト 引 当 金 207,545

資 産 除 去 債 務 1,756

そ の 他 190,644

固 定 負 債 2,471,388

長 期 借 入 金 1,526,338

リ ー ス 債 務 46,766

退 職 給 付 引 当 金 349,637

資 産 除 去 債 務 434,152

そ の 他 114,493

負 債 合 計 6,097,837

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 5,057,778

資 本 金 1,165,507

資 本 剰 余 金 1,119,796

利 益 剰 余 金 2,914,372

自 己 株 式 △141,897

その他の包括利益累計額 1,458

その他有価証券評価差額金 1,458

新 株 予 約 権 2,213

純 資 産 合 計 5,061,450

資 産 合 計 11,159,287 負 債 純 資 産 合 計 11,159,287
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連 結 損 益 計 算 書

（平成25年３月１日から
平成26年２月28日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 31,393,817

売 上 原 価 23,021,652

売 上 総 利 益 8,372,165

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 8,121,385

営 業 利 益 250,780

営 業 外 収 益

受 取 利 息 3,539

受 取 配 当 金 1,083

受 取 賃 貸 料 71,280

そ の 他 25,525 101,428

営 業 外 費 用

支 払 利 息 44,316

不 動 産 賃 貸 費 用 58,578

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 4,002

そ の 他 13,234 120,131

経 常 利 益 232,077

特 別 利 益

新 株 予 約 権 戻 入 益 8 8

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 2,701

減 損 損 失 361,750

関 係 会 社 事 業 整 理 損 失 11,245

店 舗 閉 鎖 損 失 1,814 377,512

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 △145,426

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 88,760

法 人 税 等 調 整 額 △40,821 47,938

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 損 失 △193,365

当 期 純 損 失 △193,365
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連結株主資本等変動計算書

（平成25年３月１日から
平成26年２月28日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,165,507 1,119,796 3,224,002 △73,659 5,435,646

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 - - △97,133 - △97,133

当 期 純 損 失 - - △193,365 - △193,365

自 己 株 式 の 取 得 - - - △87,381 △87,381

新 株 予 約 権 の 行 使 - △3,558 - 19,142 15,584

利 益 剰 余 金 か ら
資 本 剰 余 金 へ の 振 替

- 3,558 △3,558 - -

連結範囲の変動に伴う
利 益 剰 余 金 の 減 少

- - △15,573 - △15,573

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額(純額 )

- - - - -

連結会計年度中の変動額合計 - - △309,630 △68,238 △377,868

当 期 末 残 高 1,165,507 1,119,796 2,914,372 △141,897 5,057,778

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計その他有価証券
評価差額金

その他の包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 △462 △462 3,092 5,438,277

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当  -  -  - △97,133

当 期 純 損 失 -  -  - △193,365

自 己 株 式 の 取 得  -  -  - △87,381

新 株 予 約 権 の 行 使 - - - 15,584

利 益 剰 余 金 か ら
資 本 剰 余 金 へ の 振 替

- - - -

連結範囲の変動に伴う
利 益 剰 余 金 の 減 少

- - - △15,573

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額(純額 )

1,920 1,920 △878 1,041

連結会計年度中の変動額合計 1,920 1,920 △878 △376,826

当 期 末 残 高 1,458 1,458 2,213 5,061,450
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貸　借　対　照　表

（平成26年２月28日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品

貯 蔵 品

前 渡 金

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

器 具 及 び 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

関係会社長期貸付金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

差 入 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

関係会社投資損失引当金

7,205,653

2,484,942

360,236

3,815,131

24,795

22,773

210,002

116,580

57,541

113,649

4,060,912

1,096,642

544,024

71,297

164,825

242,279

71,547

2,667

109,345

6,196

101,574

1,575

2,854,924

51,629

555,145

190,642

85,000

60,610

759,185

1,248,289

50

△70,000

△25,628

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債 3,620,714

買 掛 金 1,094,303

１年内返済予定長期借入金 1,741,385

リ ー ス 債 務 76,049

未 払 金 251,627

未 払 消 費 税 52,796

未 払 費 用 118,265

預 り 金 10,254

賞 与 引 当 金 58,417

ポ イ ン ト 引 当 金 207,545

資 産 除 去 債 務 1,756

そ の 他 8,312

固 定 負 債 2,468,138

長 期 借 入 金 1,526,338

リ ー ス 債 務 46,766

退 職 給 付 引 当 金 349,637

資 産 除 去 債 務 430,902

そ の 他 114,493

負 債 合 計 6,088,853

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 5,174,040

資 本 金 1,165,507

資 本 剰 余 金 1,119,796

資 本 準 備 金 1,119,796

利 益 剰 余 金 3,030,634

利 益 準 備 金 16,117

そ の 他 利 益 剰 余 金 3,014,517

別 途 積 立 金 2,740,000

繰 越 利 益 剰 余 金 274,517

自 己 株 式 △141,897

評 価 ・ 換 算 差 額 等 1,458

その他有価証券評価差額金 1,458

新 株 予 約 権 2,213

純 資 産 合 計 5,177,712

資 産 合 計 11,266,565 負 債 純 資 産 合 計 11,266,565

－ 59 －

貸借対照表
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損　益　計　算　書

（平成25年３月１日から
平成26年２月28日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 31,390,999

売 上 原 価 23,016,649

売 上 総 利 益 8,374,349

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 8,024,657

営 業 利 益 349,691

営 業 外 収 益

受 取 利 息 4,137

受 取 配 当 金 1,083

受 取 賃 貸 料 71,280

そ の 他 25,674 102,175

営 業 外 費 用

支 払 利 息 44,316

不 動 産 賃 貸 費 用 58,578

投 資 事 業 組 合 運 用 損 10,616

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 30,000

そ の 他 1,298 144,810

経 常 利 益 307,056

特 別 利 益

新 株 予 約 権 戻 入 益 8 8

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 2,479

減 損 損 失 361,525

店 舗 閉 鎖 損 失 1,814

関 係 会 社 投 資 損 失 引 当 金 繰 入 額 25,628 391,448

税 引 前 当 期 純 損 失 △84,382

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 88,399

法 人 税 等 調 整 額 △40,821 47,578

当 期 純 損 失 △131,961

－ 60 －

損益計算書
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株主資本等変動計算書

（ 平成25年３月１日から
平成26年２月28日まで ）

(単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金

その他
資本剰余金 別 途

積 立 金
繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,165,507 1,119,796 - 16,117 2,740,000 507,170

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 - - - - - △97,133

当 期 純 損 失 - - - - - △131,961

自 己 株 式 の 取 得 - - - - - -

新 株 予 約 権 の 行 使 - - △3,558 - - -

利 益 剰 余 金 か ら
資 本 剰 余 金 へ の 振 替

- - 3,558 - - △3,558

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事 業 年 度 中 の 変 動 額 ( 純 額 )

- - - - - -

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 - - - - - △232,652

当 期 末 残 高 1,165,507 1,119,796 - 16,117 2,740,000 274,517

自 己 株 式
株 主 資 本
合 計

評価・換
算差額等

新株予約権 純資産合計
その他有価証
券評価差額金

当 期 首 残 高 △73,659 5,474,931 △462 3,092 5,477,562

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 - △97,133 - - △97,133

当 期 純 損 失 - △131,961 - - △131,961

自 己 株 式 の 取 得 △87,381 △87,381 - - △87,381

新 株 予 約 権 の 行 使 19,142 15,584 - - 15,584

利 益 剰 余 金 か ら
資 本 剰 余 金 へ の 振 替

- - - - -

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事 業 年 度 中 の 変 動 額 ( 純 額 )

-  - 1,920 △878 1,041

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 △68,238 △300,891 1,920 △878 △299,849

当 期 末 残 高 △141,897 5,174,040 1,458 2,213 5,177,712

－ 61 －

株主資本等変動計算書
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成26年４月11日

株 式 会 社 テ イ ツ ー

取　締　役　会　 　御　中

三 優 監 査 法 人

代表社員
業務執行社員

公認会計士 岩 田 亘 人 

業務執行社員 公認会計士 熊 谷 康 司 

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社テイツーの平成25年３月１
日から平成26年２月28日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連
結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連
結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表
示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類
に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な
虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ
き監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実
施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な
虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性に
ついて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況
に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部
統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者
によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含
まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、株式会社テイツー及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類
に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認
める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。

以　上

－ 62 －

連結計算書類に係る監査報告、計算書類に係る監査報告
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成26年４月11日

株 式 会 社 テ イ ツ ー

取　締　役　会　　 御　中

三 優 監 査 法 人

代表社員
業務執行社員

公認会計士 岩 田 亘 人 

業務執行社員 公認会計士 熊 谷 康 司 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社テイツーの平成25年
３月１日から平成26年２月28日までの第24期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行っ
た。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬によ
る重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者
が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及び
その附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公
正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書
類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るため
に、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手する
ための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書
類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監
査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びそ
の附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が
採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体
としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認
められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び
損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。

以　上

－ 63 －

連結計算書類に係る監査報告、計算書類に係る監査報告
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成25年３月１日から平成26年２月28日までの第24期事業
年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ
き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施
状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその
職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、
職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を
図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他
重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について
報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及
び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事
業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合すること
を確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要な
ものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に
関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部
統制システム）については、取締役及び内部監査部門その他の使用人等から
その構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、更に、財務報告に係
る内部統制については、取締役等及び三優監査法人から当該内部統制の評価
及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明
いたしました。事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イ
の基本方針及び第３号ロの各取組みについては、取締役会その他における審
議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。子会社について
は、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に
応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業
年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。
　更に、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい
るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職
務の遂行が適正に行われていることを確保するための体制」（会社計算規則
第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月
28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じ
て説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附
属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主
資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

－ 64 －

監査役会の監査報告
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２．監査の結果

（１）事業報告等の監査結果
　一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を

正しく示しているものと認めます。
　二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反

する重大な事実は認められません。
　三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま

す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締
役の職務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含め、指摘すべ
き事項は認められません。

　四　事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配す
る者の在り方に関する基本方針については、指摘すべき事項は認められ
ません。事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号ロの
各取組みは、当該基本方針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益
を損なうものではなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とす
るものではないと認めます。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人三優監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果
　会計監査人三優監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成26年４月14日

株 式 会 社 テ イ ツ ー 監 査 役 会

常勤監査役（社外監査役） 武 田 由 隆 

社 外 監 査 役 平 田 　 修 

社 　 外 　 監 　 査 　 役 小 松 泰 夫 

社 　 外 　 監 　 査 　 役 近 藤 麻 紀 

(注)監査役中山泰章氏は一身上の都合により平成25年５月27日開催の第23期
定時株主総会終結の時をもって辞任いたしました。

以上

－ 65 －

監査役会の監査報告
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メ　　モ

－ 66 －

メモ
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メ　　モ

－ 67 －

メモ
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メ　　モ
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メモ



2014/04/22 11:58:40 / 13974944_株式会社テイツー_招集通知

会社の概要 平成26年２月28日現在 株主メモ

商 号 株式会社テイツー
英 訳 名 TAY TWO CO.,LTD.
店 舗 名 古本市場、ブック・スクウェア、

TSUTAYA、３Bee、トレカパーク、
Family Mart

創 業 平成元年10月
設 立 平成２年４月
本 社 岡山県岡山市北区今村650番111

TEL(086)243-8600
東京本部 東京都品川区西五反田七丁目１番

１号　住友五反田ビル５F・６F
TEL(03)5719-4580

資 本 金 1,165,507千円
従業員数 社員337名　パート・アルバイト

1,198名
主な事業内容 古本、ゲームソフト・ハード、トレ

ーディングカード、CD、DVD等の販
売・買取
CD、DVD等のレンタル業務
コンビニエンスストアの経営
インターネットサイト
「furu1online」の運営

事業年度 ３月１日から翌年２月末日まで
定時株主総会 ５月
基 準 日 定時株主総会　２月末日

期末配当金　　２月末日
中間配当金　　８月末日
その他必要があるときは、あらかじ
め公告して定めた日

公告方法 電子公告により行います。
ただし、電子公告を行うことができ
ない事故その他やむを得ない事由が
生じたときは、日本経済新聞に掲載
いたします。

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社

株主名簿管理人
事 務 取 扱 場 所

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

(郵便物送付先) 東京都江東区東砂七丁目10番11号
（〒137-8081）
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

 0120−232−711
特別口座の
口座管理機関

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
三井住友信託銀行株式会社

(郵便物送付先) 東京都杉並区和泉二丁目８番４号
（〒168-0063）
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

 0120-782-031

ホームページのご案内

　当社のホームページで最新情報を発信しております。

　ぜひ併せてご覧ください。
▶ＩＲ情報 ▶店舗情報

http://www.tay2.co.jp/ir/index.html http://www.furu1.net/index.html
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会社の概要及び株主メモ



TOPICS
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■ トレカパーク単独店の出店
　協力取引先との独自スキームの研究
構築により、チェーン店としてトレー
ディングカード専門店を展開すること
に成功しました。これにより、トレー
ディングカードのメッカである大阪日本
橋に、平成25年3月に「トレカパーク
日本橋店」を、平成26年1月に「トレ
カパーク日本橋2号店」を出店しました。

■ 既存店のトレカパーク併設店が62店舗に増加
　既存店舗には自社ブラン
ド「トレカパーク」コーナー
の展開を推進し、当期43店
舗の展開により累計62店舗
（前期トレカパーク店舗：
19店舗）となりました。

■ VISA プリペイドカード『TAY-TWO CARD』の発行
　当社連結子会社のカードフレックスジャパン株式会社
は平成25年12月に株式会社アプラスとBIN（Bank�
Identification�Number）スポンサーシップ契約を締結し、
「国際ブランド付きプリペイドカード」の発行体制を整え
ました。その第1号として、『TAY-TWO�CARD』を平成
26年4月より発行開始致しました。

Topics 1 トピックス

Topics 2 トピックス

Topics 3 トピックス

トレカパーク日本橋2号店トレカパーク日本橋店



株主総会会場ご案内図

〒105-8582	東京都港区芝公園二丁目5番20号
	 メルパルク東京　5階　瑞雲の間

会場まで
　●JR
　　浜松町駅（北口）又は（南口）S5階段「金杉橋方面」から徒歩8分

　●モノレール
　　浜松町駅（北口）から徒歩8分

　●地下鉄
　　芝公園駅（都営三田線）A3出口から徒歩2分
　　大門駅（都営浅草線、都営大江戸線）�A3出口から徒歩4分�

A6出口から徒歩4分�
A1出口から徒歩5分

◎会場へのお車でのご来場はご遠慮くださいますようお願い申し上げます。
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至新宿・渋谷 首都高速都心環状線 至羽田・銀座
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